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序     文 
 

ホンジュラス共和国の母子保健医療指数は乳幼児死亡率27対出生1,000（ホンジュラス保健省
2008年）、妊産婦死亡率108対出生10万（同2008年）と、近年は改善傾向にありますが、思春期の
妊産婦死亡率においては12歳から14歳の妊産婦死亡率391対出生10万（2005年）、15歳から19歳の
妊産婦死亡率160対出生10万（2005年）であるなど、依然として高い傾向にあります。 
かかる背景の下、ホンジュラス共和国政府は2000年から2005年の間に本プロジェクト対象地域

にて行われた「第７保健地域リプロダクティブヘルス向上プロジェクト」で整備された母子保健

サービス向上の結果に基づき、新たに思春期保健サービスのケアの改善をめざした技術協力プロ

ジェクトを要請し、JICAは「オランチョ県思春期リプロダクティブヘルス強化プロジェクト」を
2008年６月から４年間の予定で開始しました。 
今回の終了時評価調査は、協力予定期間終了に先立ち、活動実績の確認や目標達成度の評価を

行い、協力予定期間終了後の対応方針について協議することを目的として、2011年11月から12月に
かけて実施しました。本報告書は、同調査団の協議内容と調査結果を取りまとめたものです。 
ここに、本調査にご協力を頂いた内外の関係者の方々に対し、深い謝意を表するとともに、プ

ロジェクトの更なる発展に向けて引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成24年５月 

 
独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ホンジュラス共和国 
案件名：オランチョ県思春期リプロダクティブヘルス強
化プロジェクト 

分野：保健医療／母子保健・リプロダ
クティブヘルス 

援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第四課 協力金額（評価時点）：３億8,000万円 

協力期間 
2008年６月～2012年５月
（４年間） 

相手国実施機関：保健省（本省、第15保健地域事務所）
日本側協力機関：システム科学コンサルタンツ株式会社、
特定非営利活動法人HANDS 

１－１ 協力の背景と概要 
ホンジュラス共和国（以下、「ホ」国）においては、人口の39％を15歳未満が占め〔世界保健

機構（World Health Organization：WHO）2006年〕、全人口における10代の若者の割合が大きい状
況のなか、若年妊娠が増加している。これに伴い、保健医療施設における思春期女性の出産件
数割合は全出産件数のうち35％を占めており（「ホ」国統計局2001年）、12歳から14歳の妊産婦
死亡率は出生10万対391、15歳から19歳では160と高く、若年妊娠が妊産婦死亡や周産期死亡の
リスクを大幅に高めていると考えられている。若年妊娠は、望まない妊娠だけでなく、性感染
症（Sexually Transmitted Infection：STI）やHIV／AIDSの感染、思春期における自己の確立に対
する影響や就学問題を招くなど、貧困問題とも関連した社会問題となっており、「ホ」国保健分
野における大きな課題のひとつと位置づけられている。 
若者に提供される避妊や妊産婦ケアにかかわる保健サービスのカバー率の低さやアクセスの

問題及びその質の低さが影響し、このような若年妊娠を含む思春期リプロダクティブヘルス
（Adolescent Reproductive Health：ARH）の問題となっているため、これらサービス・アクセス
の改善と同時に、思春期の若者の性行動等の行動変容を支援していく必要がある。独立行政法
人国際協力機構（JICA）は、「ホ」国政府の要請に基づき、保健省（保健省保健推進総局及び第
15保健地域事務所）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、思春期妊娠率の低下及
び思春期の若者のリプロダクティブヘルスに関する知識と責任ある性行動を確保するため、オ
ランチョ県内7市（フティカルパ市、カタカマス市、ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市、パト
ゥカ市、サラマ市、サン・エステバン市、グアヤペ市）をパイロット市とした「オランチョ県
思春期リプロダクティブヘルス強化プロジェクト」を2008年６月から2012年５月までの４年間
の予定で実施している。 
今般プロジェクト期間終了の６カ月前を迎えるにあたり、終了時評価が実施された。 

 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

オランチョ県の思春期妊娠数の低下に貢献する。 
 

（２）プロジェクト目標 
性とリプロダクティブヘルスのケアを受けるオランチョ県７市の思春期の若者の数が増

加する。 
 

（３）アウトプット 
１．思春期の若者がアクセスしやすい質の高いARHサービス提供システムを構築する。 
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２．思春期の若者がARHサービスへアクセスしやすいピアシステムを構築する。 
３．思春期の若者がARHサービスを利用することに積極的になる。 
４．ARHサービス提供のための管理・運営システムを構築する。 

 
１－３ 投入実績（評価時点） 
＜日本側＞ 
専門家派遣：７分野、計12名（計79.4MM） 
資機材供与：合計1,900万円相当 
現地業務費：合計約8,500万円（機材供与費、本邦・第三国研修費を含む） 
本邦研修：２回（計C/P10名参加） 
第三国研修：ニカラグア１回（C/P８名参加） 

 
＜相手国側＞ 

C/P配置：保健省本省６名、第15保健地域事務所15名、及び対象7市の市医師長・主任看護師
等 

施設・設備：オランチョ県保健事務所敷地内のプロジェクト事務所及び設備。 
プロジェクト経費：プロジェクト事務所の水道光熱費・車両運転手手当て。ピアルーム建設

工事費（対象２市）、同賃貸料・水道光熱費等を各自治体が負担 
 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 
団長・総括：佐藤 真司 JICA人間開発部保健第二グループ保健第四課 課長 
評価分析：大橋 由紀 合同会社適材適所 コンサルタント 
通訳・翻訳：八木 優子 JICAメキシコ事務所契約通訳 

調査期間 2011年11月14日～12月２日 評価の種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）アウトプットの達成状況 
アウトプット１：若者がアクセスしやすい、質の高いARHサービスの提供システムが確立される

ARHサービスの改善の方策としてプロジェクトが導入しているユース・フレンドリー・サー
ビス（YFS）の枠組みは策定され、それに基づいた研修は目標人数に達している。研修受講者が
YFSを各保健医療施設で適切に実施し、YFS提供施設として認定されることをめざしており、プ
レ審査とそのフォローアップにより2012年３月の本審査では目標の90％以上が合格することが
見込まれている。ピアリーダーから保健医療施設へのリファラルについては、プロジェクトが
導入したフォーマットを活用せずに行われているケースがあることから、今後は記録の徹底を
進める必要がある。ARHサービスの満足度は、エンドライン値でも高い水準に保たれていると
いえる。また、保健医療従事者にARHに関する相談をしたいかどうかについては、妊娠の際に
保健医療施設を利用したいと答える割合が増加していることが確認された。 

 
アウトプット２：若者のサービスへのアクセスを促進するピアシステムが確立される 
ピア活動の各アクターの育成が進んでおり、活動開始後１年に満たないピアルームもあるも

のの年間合計1,000人の訪問者といった目標を達成している。リファラルについてはアウトプッ
ト１で述べたとおり、今後の記録の方法に改善の余地がある。ピア活動が維持されるための実
施体制については、今後更に強化していく必要がある。 
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アウトプット３：若者がARHサービスを受けることに積極的になる 
保健医療従事者にARHに関する相談をしたいかどうかについては、妊娠の際に保健医療施設

を利用したいと答える割合が増加していることが確認された。また、エンドライン調査の結果
ピアリーダーからARHに関する情報を入手したいと答えた若者の割合は多くなかったが、ピア
ルームの訪問者は年間の目標人数を超えるなど、若者に活用されていることも確認されている。
また、避妊方法の利用も増加し、ピア活動における啓発活動に参加した若者の人数も3,700人以
上であることから、ARHサービスを受けることへの積極性は増しているといえる。 
 
アウトプット４：ARHサービスを提供するための運営管理システムが確立される 

ARHサービス委員会はほぼ毎月開催されており、定期モニタリングも実施されていることが
確認されている。ARH活動に関連する組織とのコーディネーションについては、今まで体制の
確立に努めてきたが、今後更に維持に向けた強化を図ることが期待されている。 
 
（２）プロジェクト目標達成状況 

産前健診の指標においては、数値目標には若干到達していないものの、ARHサービス委
員会メンバー及び専門家からの聞き取りの結果、データの制約や経済的・社会的要因を考
慮すると、各達成度は満足のいく結果であると解釈できる。その他、思春期の若者の施設
分娩の割合、避妊に関するサービス受診数、ARHに関するカウンセリング受診数は目標を
達成した。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

「ホ」国国家政策及び優先課題、対象地域のニーズ、日本の支援政策との整合性、ほか
の関連機関との連携などの点から、本プロジェクトの妥当性は引き続き高い。また、開発
課題に貢献する手段としては、クオリティー・オブ・ライフ（QOL）及びYFS研修の適切性
は先方プロジェクト関係者から高く評価されていることが確認された。一方、ピア活動に
ついては成果発現までには時間がかかり、現時点では明確な貢献度の測定は難しいが、ピ
ア活動に対する関係者の評価・期待は高く、参加している若者や周囲の大人のモチベーシ
ョンも高いことから、多くの関係者から今後の継続が望まれている。 

 
（２）有効性 

プロジェクト目標と成果の因果関係については、ピア活動の展開に地域によってばらつ
きがみられるものの、YFS活動はプロジェクト目標との因果関係を確認できた。ARHサー
ビスを受ける思春期の若者の数は増加しており、本プロジェクトの有効性は高いといえる。
一方、これらの成果は市の中心地や各保健医療施設に近い地域を中心に広がっており、今
後は遠隔地まで広げるための活動の更なる継続・普及が期待される。 

 
（３）効率性 

YFS提供施設の認定、ピア活動の周知化及び活発化（リファラルを含む）、ピア活動維持
のための実施体制の強化が主な課題として残されているが、その他のアウトプットの指標
はおおむね達成していることが確認された。オランチョ県内の治安の悪化、クーデターに
よる行政機能の停止、新型インフルエンザやデング熱の大流行などの外部要因や、「ホ」国
側の活動経費が一部の経費以外提供されてこなかったことは、円滑な活動実施の阻害要因
となったが、プロジェクト関係者のモラルや意欲、能力が高く、柔軟かつ積極的な対応で
活動全般はおおむね計画どおりに実施された。 
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（４）インパクト 
データ比較は困難なものの、聞き取り調査の結果からは若干の思春期妊娠数の低下が生

じていることが予想される。また、オランチョ県における対象７市の人口カバー率が高い
ため（県全体の80％）、対象７市内で活動を継続・発展させていくこと、さらにまだプロジ
ェクト活動が導入されていない16市においても活動を普及していき、ARH政策の重要性に
変更が生じなければ、上位目標の達成が期待される。波及効果として、中央レベルでの思
春期妊娠削減のための政策に本プロジェクトのYFSに関する概念が含まれる予定であるこ
とから、今後、本プロジェクトの全国レベルでの活用に向けて更に政策を具体化すること
が期待される。また、一部の保健所では独自に若者のグループを組織するなど、プロジェ
クトが期待する活動を超えたさまざまなグッドプラクティスが確認されている。さらに、
本プロジェクトでARHサービスに関するデータ収集のため導入されたフォーマット
（PASOS１・２及び若者のピア教育に関する記録フォーマット）、及びこれを活用したARH
情報システムを通じて、「ホ」国で初めてARHに関する情報が蓄積されることとなったこと
が確認された。 

 
（５）持続性 

政策面では今後も引き続き政府の支援が期待できる。YFSの継続は技術の定着やモニタリ
ング体制の確立などから、今後も組織的に活動を継続していくことが期待できる。 
保健所レベルでは既存の限られた予算で活動継続が可能であるが、県レベルで実施する

モニタリングや研修の予算は現時点までに保健省からは支出された実績はない。2012年予
算は計上されており、承認・執行されることが望まれる。 
ピア活動は対象７市それぞれの状況に合わせた体制の強化が必要とされている。財政面

では、市レベルでの研修の実施などでコストの軽減をめざしているが、イベントに必要な
経費・活動の際の交通費等の出所はまだ明確になっていない。 
プロジェクト活動のオランチョ県内他市への普及については、県レベルの運営・管理・

モニタリング体制が確立していること、各研修に必要な講師が育成されていることから、
組織的には可能であるが、普及に必要な予算は現時点では確保されていない。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
【計画内容に関すること】 
 オランチョ県の関係者の多くが若者の問題に対して危機感をもっており、ARHに関するニー
ズが高いことが、プロジェクト活動全般の促進に貢献した。 
  C/Pやその他医療従事者のモラルや意欲、能力が高く、技術移転やプロジェクト活動が効率
的に実施された。また、後述のさまざまな制約により円滑な活動実施が困難な状況にも、
C/P等の関係者が日程の変更や必要な調整作業に柔軟かつ積極的に対応し、遅れを取り戻す
ことができた。 

 
【プロセスに関すること】 
 保健セクターのみならず市役所や教育セクター等も巻き込むアプロ―チにより、ピア活動の
促進につながった。当初必ずしも協力的ではないケースもあったが、時間をかけて説明する
ことで、最終的には支援を受けられている。 
 県保健事務所と県教育局との間の協定により、ピア活動参加の許可、ピア活動による社会奉
仕活動の単位授与などで、学生がピア活動に参加しやすくなった。 
 若者に対してアプローチする際に、まずは保護者や地域の大人に対する啓発を実施したこ
と、また直接性に関するテーマを取り上げるのではなく、若者が直面する問題を緩和するプ
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ロジェクトとして説明したことで、関係者の理解を得ることができた。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
【プロセスに関すること】 
 オランチョ県の治安の悪化により、日本人専門家の外出や移動、ピアリーダーの活動時間や
活動場所等に制約が生じ、円滑な活動実施に影響を及ぼした。具体的には活動日程の変更、
研修期間の短縮や、情報・教育・コミュニケーション（IEC）活動の実施回数の減少、ピア
活動の参加校の減少、調整コストの増幅などの影響が挙げられる。また、プロジェクト活動
を連携して行っていた青年海外協力隊（JOCV）のオランチョ県派遣が取りやめとなった。
 クーデターによる行政機能の停止、新型インフルエンザやデング熱の大流行、政権交代によ
る関係再構築等の影響から、円滑な活動の実施に困難が生じた（具体的な影響は同上）。 
 ピア活動において学校の協力を得て活動が行われてきたが、教職員のストライキが頻繁に発
生し、研修やIEC活動等の実施における制約となっている（具体的な影響は同上）。 
 「ホ」国側の活動経費が一部の経費以外提供されてこなかったことは、円滑な活動実施の阻
害要因となったが、プロジェクト関係者のモラルや意欲、能力が高く、柔軟かつ積極的な対
応で活動全般はおおむね計画どおりに実施された。 

 
３－５ 結論 
本プロジェクトは、関係者の尽力により終了時評価時点までに活動はおおむね計画どおりに

実施され、各アウトプットが順調に産出されていることから、予定どおり終了する。妥当性は
ニーズ、優先度、手段としての適切性の点から、現時点でも引き続き高いことが確認された。
有効性については、プロジェクト目標であるARHサービスを受ける対象７市の思春期の若者の
数は増加していることが確認されており、高い効果が認められた。効率性は、期待されるアウ
トプットは終了時までにおおむね達成される見込みであること、実施上のさまざまな制約が生
じたものの県・市レベルの関係者の貢献で活動がおおむね計画どおりに実施できていること、
またプロジェクトのアプローチが資金・人材を効率的に活用するものであったことが高く評価
される。一方、上述の制約により活動の頻度や量は減らさざるを得なかったこと、「ホ」国側の
活動経費が一部の経費以外提供されてこなかったことは、プロジェクト全体に影響を及ぼした。
インパクトについては、プロジェクト活動の継続・普及により上位目標の達成が期待できるた
め、まずはオランチョ県全体のARHサービスの普及が期待される。また、波及効果として、中
央レベルでの思春期妊娠削減のための政策に本プロジェクトのYFSに関する概念が含まれる予
定であることから、本プロジェクトの今後全国レベルでの活用に向けて更に政策を具体化する
ことが期待される。また、本プロジェクトの期待を超えた実施レベルでの医療施設やピア活動
における積極的な取り組みや効果が確認された。持続性については、YFSは医療従事者に通常業
務として受け入れられていることや研修講師が養成されていることで、技術の定着が期待でき
る一方、各活動の継続・普及に向けた資金面や、ピア活動の実施体制面での強化が必要とされ
る。 
 
３－６ 提言 
１．（保健省、県及び市へ） 遠隔地での活動は事前に十分な計画を立てること。また、今後

のアウトリーチ活動は、遠隔地に点在する村落保健所（CESAR）等保健医療施設を中心
に既に形成されている若者グループの有効活用等を柔軟に行うこと。 

２．（保健省へ） 保有する既存のARHに関するビデオ・DVD教材などの保健医療施設への配
布に関して前向きに検討すること。 

３．（プロジェクトへ） ARHサービスに関するデータの収集精度の向上やデータの解釈など



 

vi 

具体的な活用策について支援を行うとともに、ARHサービス委員会等の場で定期的にデ
ータ活用が行われるよう体制を整備すること。 

４．（保健省、県及びプロジェクトへ） 本プロジェクト成果の他県やオランチョ県内他地域
への普及策を、予算措置を含めて具体的に検討すること。またプロジェクトは同取り組
みに対し、本プロジェクトの成果を裏づける基礎的データの提供をはじめとする支援を
行うこと。 

５．（プロジェクトへ） プロジェクトで養成されたピアリーダー養成者自身によって、関係
機関との調整やコースの企画・立案・実施・フォローアップといった一連のピアリーダ
ー養成に関する業務が行われるようプロジェクトとして配慮すること。 

６．（ピア活動関係者へ） リファラルやカウンセリングなどのピア活動に関する記録を徹底
すること。 

７．（プロジェクト関係者へ） オランチョ県准看護師養成校におけるYFS研修の導入につい
ては、積極的に進めること。 

８．（保健省へ） ARHに関する技術委員会は重要であり、同委員会を維持していくこと。 
 
３－７ 教訓 
１．国家思春期統合ケアプログラム（PAIA）の概念に沿ったARHサービスの明確化とそれに

応じたYFSガイドラインの作成という活動を行ったことで、PAIAの現場レベルでの実現
をプロジェクト活動が支援する形となった。これが、保健省によるYFSに対する高評価と、
同省が現在検討を進める国家戦略へのYFSの取り込みと全国普及につながったと考えら
えることから、国の政策の現場レベルの実現というプロジェクトアプローチは有効であ
る。 

２．思春期層の健康増進というセクター横断的な取り組みにおいて、県教育局や自治体、NGO、
教会など異なるアクターとの連携を促進したことでプロジェクト活動に対する包括的な
支援を得ることができ、結果として同活動の活発化に貢献した。 

３．プロジェクトの働きかけにより、保健省PAIA課を中心として、ドナー間でARHの技術的
課題について協議する技術委員会が設置された。同委員会では、本プロジェクトの対象
７市に優先的にUNFPAの支援によるPAIAの研修が実施されたり、本プロジェクトで導入
した思春期の若者のARHに係る情報システム（PASOS１及び２）を全国に広げるための
議論がもたれるなど、中央レベルでのドナー調整が促進されている。関係機関とのプロ
ジェクト活動の調整のみならず、プロジェクトの展開の観点からも、プロジェクト立ち
上げ早期にこうした調整の場を設置することが重要である。 

４．思春期の若者をプロジェクトの裨益対象者としてではなく、プロジェクトを推進する主
体として取り込み、ピア活動の計画や実施、評価を行わせたことで、彼らの主体者意識
を喚起することができ、プロジェクトの持続性を高める一因となった。またほかのプロ
ジェクト関係者にとっては、若者のニーズや彼ら自身が考える人生の質、自発性、若者
の立場からみた問題解決案などを知る良い機会となった。 

５．ベースラインやエンドライン調査においては、できる限り精度の高いデータ収集が行え
るよう、時間的余裕をもってあらかじめサンプル数や調査方法に十分配慮する必要があ
る。 
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Summary of the Terminal Evaluation Results 
 

1. Outline of the Project 

Country: Republic of Honduras 
Project Title: Project for Strengthening Adolescent 
Reproductive Health in Olancho Department in 
Honduras 

Issue/Sector: Health/Maternal and Child 
Health, Reproductive Health 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation 
Project 

Division in Charge: Health Division 4, Human 
Development Department 

Total Cost (as of the moment of this evaluation): 
383 million yen 

Period of 
Cooperation 

(R/D): June 2008 – May 2012,  
4 years)  

Partner Country’s Implementation Organization: 
Secretariat of Health (Headquarter, Health Region 
No.15) 
Supporting Organization in Japan: System Science 
Consultants Inc., NPO Health and Development 
Service (HANDS) 

1-1. Background of the Project 
In the Republic of Honduras (hereinafter referred to as Honduras), 39% of the total population was 

under 15 years of age (World Health Organization: WHO, 2006), and the pregnancy in adolescence has 
been increasing, given the high proportion of the population of teenagers. Under the circumstance, 
deliveries at health facilities by women in adolescent years reached to 35% (Secretariat of Health of 
Honduras, 2001) and the maternal mortality of young women has risen, as high as 391 out of 100,000 for 
the age group of 12-14 and 160 for the age group of 15-19. It is considered that the pregnancy in 
adolescence increases the risks of maternal and perinatal mortality, and it is a social issue associated with 
poverty, which can result in not only the unintended pregnancy but also the Sexually Transmitted 
Infection (STI) and HIV/AIDS. It also has negative influences on the growing up process and the issues 
related to school attendance and education. The Secretariat of Health of Honduras recognizes that it is 
one of the challenges for the health sector in the country. 

The issues of Adolescent Reproductive Health (ARH), including the pregnancy in adolescence, are 
caused by low coverage of accessible health services, such as birth control and maternal care, for young 
people. It is necessary to improve the access to such services and to change the sexual behavior among 
adolescents as well. Japan International Cooperation Agency (hereinafter referred to as JICA), in 
accordance to the request made by Honduran Government, has been implementing the Project for 
Strengthening Adolescent Reproductive Health in Olancho Department in Honduras, which aims at 
reducing the percentage of pregnancy in adolescence and ensuring the knowledge of reproductive 
health and responsibility for sexual behavior among adolescents. The Project is for 4 years, starting 
from June 2008 and end in May 2012, and the counterpart organization is Secretariat of Health 
(Health Promotion Department and Health Region No. 15), with 7 cities in the Department of 
Olancho (Juticalpa, Catacamas, Dulce Nombre de Crumi, Patuca, Salama, San Esteban, and 
Guayape) as target areas.  

 
1-2. Project Overview 
(1) Overall Goal: To contribute to reduce the percentage of pregnancy in adolescence in Olancho 
Department 
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(2) Project Purpose: The number of adolescents who receive sexual and reproductive health care 
increases in the 7 cities of Olancho Department 
(3) Outputs 
1. A health system to provide high-quality ARH services which facilitate the access of adolescents is 

established. 
2. A peer system to facilitate the access of adolescents is established. 
3. Adolescents take a positive attitude about receiving ARH services. 
4. A system of administration and management for provision of ARH services is established. 
(4) Inputs (as of the moment of evaluation) 
Japanese side:  

Dispatch of Experts: 7 fields of expertize, 12 experts (79.4MM in total) 
Equipment and materials: worth a total of 19,620,000 Japanese Yen 
Local Expense: a total of approximately 85,851,000 Japanese Yen 
Training in Japan: twice (10 counterpart personnel in total) 
Training in the third country: once in Nicaragua (8 counterpart personnel) 

Honduran side:  
Counterpart personnel: 6 persons from Headquarter of Secretariat of Health, 15 persons from Health 

Region No.15, and City Doctors, Chief Nurses, etc. from 7 target cities 
Facilities and equipment: Project office and equipment in the premises of health office of Olancho 

Department 
Budget Allocation: utilities cost of the Project office, salary of drivers, construction cost of peer 

room (2 target cities), and rental cost and utilities of peer rooms (bared by each municipality) 
 

2. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 

Leader: Shinji Sato, Director, Health Division 4, Department of Human Development, 
JICA 

Evaluation Analysis: Yuki Ohashi, Consultant, Tekizaitekisho LLC 
Interpreting and Translation: Yuko Yagi, Contracted Interpreter of JICA Mexico Office 

Period of 
Evaluation 

14 November, 2011 – 2 December, 2011 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3. Evaluation Results 
3-1 Project Performance 
(1) Progress of the Outputs 
Output 1: A health system to provide high-quality ARH services which facilitate the access of 
adolescents is established. 

The Project established the framework of Youth Friendly Services (YFS), which was introduced as a 
measure to improve ARH services, and provided training based on the framework to the target number of 
trainees. The intention of the Project was to have the trainees performing adequately the YFS in their 
respective health facility and get the facilities accredited as YFS providers. As a result, 90% of them are 
expected to pass the official screening to be held in March 2012, by way of providing the pre-screening 
and follow-up. Regarding the referral from peer leaders to health facilities, it was necessary to enforce 
the record taking because some of the referral cases were not registered using the format introduced by 
the Project. The level of satisfaction with ARH services was high regarding to the end-line data. Also, as 
to the preference of adolescents in consulting health service providers about issues related to ARH, the
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percentage of adolescents who prefer to use health facilities in the case of pregnancy was increased.  
Output 2: A peer system to facilitate the access of adolescents is established. 

The training for the actors of peer activities has been progressed, and even though some peer rooms 
were opened less than a year ago, the numerical target of the total visitors, 1000 per year, was achieved. 
On the other hand, as it was described in the “Output 1”, there was room for improvement in the way of 
record taking. It is necessary to strengthen further the implementation system to maintain the peer 
activities in the future.  
Output 3: Adolescents take a positive attitude about receiving ARH services. 

Regarding the preference of consulting to health service providers about issues related to ARH, it was 
identified that the percentage of adolescents who prefer to use health facilities in the case of pregnancy 
was increased. Although the number of adolescents who answered that they want to obtain information 
related to ARH from peer leaders was not high, it was identified that the peer rooms were utilized by 
adolescents, surpassing the numerical target of total visitors per year. Also the use of contraceptive 
methods was increased, and more than 3,700 adolescents participated in the educational activities which 
were a part of peer activities. Therefore, it is considered that adolescents take more positive attitude than 
before about receiving ARH services. 
Output 4: A system of administration and management for provision of ARH services is established. 

It was confirmed that the ARH service committee has been held almost every month, and the 
periodical monitoring has been done. On the other hand, although the Project has made an effort to 
establish the cooperation with various organizations related to ARH, it is necessary to strengthen further 
the coordination in order to sustain the activities in the future.  
 
(2) Progress of the Project Purpose 

In terms of the indicators on the prenatal care, although the results of end-line survey were slightly 
below the numerical target, it was confirmed through the interview with ARH committee members and 
Japanese experts that the level of achievement was satisfactory, considering the restriction of data as well 
as economic and social factors. As to the other indicators, such as the percentage of delivery in health 
facilities among adolescents, the number of counseling about anticonception, and the number of 
counseling about ARH, their numerical target were achieved respectively. 
 
3-2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The Relevance of the Project was confirmed high, in terms of the national policies and prioritized 
issues of Honduran Government, the needs of target areas, the Japanese assistance policies, as well as the 
coordination with other related organizations. Also, it was identified that the Quality of Life (QOL) and 
YFS training were recognized by stakeholders as adequate methods to contribute to the development 
theme. On the other hand, the peer activities take time to produce their results and are difficult to say 
their level of contribution at this moment. However, since the stakeholders highly value and expect the 
peer activities and those adolescents and adults who participate in the activities are also highly 
motivated, many stakeholders hope to continue them in the future. 

 
(2) Effectiveness 

Since the number of adolescents who received ARH services was increased, it is considered the 
effectiveness of the Project is high enough. Meanwhile, the outputs of the Project have been produced 
mainly in central area of the target cities and near health facilities. It is expected to continue and develop
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activities to extend the outputs to remote areas in the future. 
 

(3) Efficiency 
It was confirmed that most of indicators of Outputs were generally achieved, although there are some 

issues left, such as the accreditation of YFS providers, the further publication and activation of peer 
activities (including the referral), and the strengthening of implementation system to maintain peer 
activities. There were some external factors, such as the worsening security of Olancho Department, the 
suspension of administrative functions caused by the coup, the outbreak of a new strain of influenza and 
dengue fever, and the lack of Honduran budget for project activities except a part of it, which 
constrained the smooth implementation of project activities. However, the stakeholders involved in the 
Project demonstrated their moral, motivation and abilities to deal flexibly with them, and contributed to 
the implementation as planned.    
 
(4) Impact 

Since the target 7 cities have high population coverage in Olancho Department (80% of total 
population), it is expected to achieve the Overall Goal by continuing and developing the activities in the 
same 7 cities, while also extending them in the other 16 cities where the Project has not been introduced 
yet. As a multiple effect of the Project, the concept of YFS has been incorporated in a national policy to 
reduce the pregnancy in adolescence. It is expected that the related national policies are materialized 
further to utilize the results of the Project at national level in the future. Also, some good practices 
beyond the expectation of the Project have been observed, for instance, some health facilities have 
independently organized groups of adolescents. 
 
(5) Sustainability 

In terms of the political aspect, it is expected that a continuous support from the Honduran 
Government to the Project is ensured. Also, it is expected to maintain the YFS activities in an organized 
manner, since the necessary skills and monitoring system have been established.  

The project activities will be maintained at health facility level, using their limited budget. However, 
as to the monitoring and training activities implemented at department level, so far the costs necessary 
have not disbursed by Secretariat of Health. The budget for 2012 has been planned at the moment of the 
Evaluation, and it is expected to be approved and executed adequately.  

Regarding the peer activities, it is necessary to strengthen the implementation system which is suitable 
to the different conditions of each city. As to the financial aspect, while some measures such as realizing 
training activities at city level have been attempted to reduce the implementation cost, the source of 
budget necessary for events and travel cost of different activities has not been determined yet. 

In terms of organizational aspects, the dissemination of project activities to other cities in Olancho 
Department is possible, considering that the operation, management and monitoring system has been 
established and the trainers necessary for the training have been developed. However, the budget 
necessary for the dissemination has not been guaranteed yet.  
 
3-3. Factors that promoted the production of effects 
• Many stakeholders in Olancho Department were alarmed by the issues of adolescents, and there was 

high demand on the ARH services. Such situations in Olancho brought the project activities 
forward. 

• The project activities were carried out effectively owing to the counterpart personnel and other
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health service providers with diligent work ethic, motivation and ability. Also, the stakeholders such 
as counterpart personnel dealt flexibly and positively with the changes of schedule and 
coordination, which allowed the Project to make up for the delay when several factors described 
below caused difficulties in the smooth implementation of the Project.  

• The Project intended to get different actors involved, working with not only those from health sector 
but also from city authorities and education sector among others. This approach contributed to the 
promotion of the peer activities. Although there were some uncooperative cases in the earlier stage, 
eventually the activities were supported by means of explaining patiently the concept of the Project. 

• The agreement between the Health Region and Departmental Office of Education allowed the 
students participating in peer activities and receiving credits working in some voluntary services in 
peer activities. This arrangement facilitated the participation of students in the activities. 

• Before approaching adolescents, the Project tried to educate parents and adults from the local 
community, and explained the project activities as an attempt to alleviate problems faced by the 
adolescents, rather than raising directly the themes to do with sexuality. This approach helped the 
Project gain understandings from stakeholders.  
 

3-4. Factors that inhibited the production of effects 
♦ The deteriorating condition of public safety in Olancho Department limited the travel of Japanese 

Experts as well as time and place of activities for peer leaders in the area, which affected negatively 
the implementation of project activities. In particular, the schedule was changed, the training was 
shortened, the number of IEC activities was reduced, the number of schools participating in peer 
activities was reduced, and coordination cost was increased, and so on. Also, the missions of Japan 
Overseas Cooperation Volunteers (JOCV) in Olancho Department who were collaborating with the 
Project were cancelled due to the security issue.  

♦ The suspension of the national administrative function caused by the coup, the outbreak of a new 
strain of influenza and dengue fever, and the reestablishment of relationship after the change of 
government affected negatively the smooth implementation of project activities (details of the 
influences are same as described above).  

♦ While the peer activities were carried out getting assistance from schools, the strikes of teachers 
happened frequently and limited the implementation of training and IEC activities (details of the 
influences are same as described above). 

 
3-5. Conclusion 

The Project will be concluded as planned, since it was confirmed that the activities up to the moment 
of Terminal Evaluation were generally implemented according to the plan, owing to the efforts made by 
stakeholders, and as a result the Outputs were produced steadily. It was identified that the relevance was 
high in the aspects of needs, priority and suitability as means of intervention. Regarding the 
effectiveness, the Project Purpose, which is the increase of adolescents who receive ARH services in the 
target 7 cities, has been achieved, and the Project confirmed its potent effect on the development theme. 
The Efficiency was also considered high, since the planned Outputs will be generally achieved by the 
end of the project period, the activities were implemented in accordance with the plan owing to the 
contribution of stakeholders especially at department and city level in spite of the various constraining 
factors encountered during the implementation, and the Project took an approach to utilize financial and 
human resources effectively in the project activities. On the other hand, the above mentioned 
constraining factors resulted in the reduction of frequency and volume of activities, and the insufficiency 
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in a part of budget responsible for Honduran side affected the project. As to the Impact, since the Overall 
Goal can be achieved by continuing and extending the project activities, the diffusion of ARH services in 
Olancho Department can be expected. Also, as a multiple effect, it is expected that the embodiment of 
national policy will be progressed in the future and will enable the results of project activities to be 
applied at national level, since a policy for the reduction of pregnancy in adolescence under preparation 
has included the concept of YFS of the Project. In addition, some positive efforts and effects beyond the 
expectation of the Project were observed in the health facilities and peer activities. Regarding the 
sustainability, while the transferred skills on the YFS will be maintained since they are accepted as a part 
of routine works of health service providers, it is necessary to strengthen the financial arrangement to 
maintain and extend project activities as well as the implementation system of peer activities.  
 
3-6. Recommendations 
1. (To Secretariat of Health, Regional Health Office, and city authorities) The activities in remote 

areas should be well planned in advance. And the outreach activities from now on need to be carried 
out in a flexible manner, taking measures such as an effective use of adolescents’ groups which are 
already formed by Rural Health Center (CESAR) and other health facilities scattered in the areas. 

2. (To Secretariat of Health) The secretariat should positively consider providing existing educational 
materials about ARH, such as videos and DVDs, for health facilities.  

3. (To the Project) It is necessary to provide a support to improve the accuracy of data collection 
related to ARH services, and prepare a system to review the data periodically in ARH service 
committee and other occasions.  

4. (To Secretariat of Health, Regional Health Office and the Project) It is necessary to discuss the 
concrete measures, including the budget, to extend the results of the Project to the rest of areas 
inside and outside Olancho Department. The Project should support such efforts by providing basic 
information which confirms the achievements of the Project.  

5. (To the Project) It is necessary to assist trainers of peer leaders formed by the Project so that trainers 
themselves realize a series of activities related to the training, such as the coordination with related 
organizations, design, planning, implementation and follow-up.  

6. (To stakeholders of the peer activities) The recording of activities, including referral and 
counseling, should be ensured.  

7. (To stakeholders of the Project) The introduction of YFS training in the school of assistant nurses in 
Olancho should be positively promoted. 

8. (To Secretariat of Health) As the ARH technical committee is very important, it is necessary to 
maintain its function.  

 
3-7 Lessons Leaned 
1. As the ARH services were clearly articulated to the concepts of the National Program of Integrated 

Care for Adolescents (PAIA) and the YFS guidelines were prepared based on such services, the 
Project was able to assist in putting the PAIA into practice. It is considered that this is the reason 
why the secretariat highly acclaimed the YFS and showed its interest in incorporating the YFS in 
the national strategy of the secretariat to disseminate at national level. Therefore, it is proved the 
effectiveness of the Project’s approach, implementing the national strategy at the field level.  

2. In order to deal with the health enhancement of adolescents, which is considered a multi-sectorial 
theme, the Project promoted the coordination with different sectors such as education, NGOs, 
churches, and achieved their support in a comprehensive manner. Such approach, as a result, 
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contributed to the activation of project activities. 
3. The Project encouraged the establishment of a technical committee to discuss technical issues of 

ARH among donors chaired by PAIA department, Secretariat of Health, and the committee has been 
promoting the coordination among donors at central level. The examples of such coordination 
include; the preferential support provided by UNFPA for the implementation of training on PAIA to 
the 7 target cities of the Project, and the discussion about the national level application of the 
information system on ARH introduced by the Project (PASOS 1 and 2). It is important to set up 
such measures for the coordination at earlier stage of project, not only for the coordination 
necessary for project activities but also for the future development of the project.              

4. By means of getting adolescents involved in the project activities as main actor of the planning, 
implementation and evaluation of peer activities, instead of treating them as target beneficiaries of 
the Project, the Project achieved to raise their initiative, which resulted in one of the reasons to 
enhance the sustainability of the Project. Also it was a good opportunity for the other stakeholders 
to recognize the needs of adolescents and their quality of life, motivation, ideas to solve problems, 
and so on. 

5. In the baseline and end-line survey, it is necessary to have sufficient time to consider the number of 
samples and study methods, to be able to collect data and information as precisely as possible.  
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ホンジュラス共和国（以下、「ホ」国）においては、人口の39％を15歳未満が占め世界保健機構
（World Health Organization：WHO、2006年）、全人口における10代の若者の割合が大きい状況のな
か、若年妊娠が増加している。これに伴い、保健医療施設における思春期女性の出産件数割合は

全出産件数のうち35％を占めており（「ホ」国統計局、2001年）、12歳から14歳の妊産婦死亡率は
出生10万対391、15歳から19歳では160と高く、若年妊娠が妊産婦死亡や周産期死亡のリスクを大
幅に高めていると考えられている。若年妊娠は、望まない妊娠だけでなく、性感染症（Sexually 
Transmitted Infection：STI）やHIV／AIDSの感染、思春期における自己の確立に対する影響や就学
問題を招くなど、貧困問題とも関連した社会問題となっており、「ホ」国保健分野における大きな

課題のひとつと位置づけられている。 
上述のような若年妊娠を含む思春期リプロダクティブヘルス（Adolescent Reproductive Health：

ARH）1の問題は、若者に提供される避妊や妊産婦ケアにかかわる保健サービスのカバー率の低さや

アクセスの問題及びその質の低さが影響を与えており、これらサービス・アクセスの改善と同時

に、思春期の若者の性行動等の行動変容を支援していく必要がある。独立行政法人国際協力機構

（JICA）は、「ホ」国政府の要請に基づき保健省（保健省保健推進総局及び第15保健地域事務所）
をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、思春期妊娠率の低下及び思春期の若者のリプ
ロダクティブヘルスに関する知識と責任ある性行動を確保するため、オランチョ県内７市（フテ

ィカルパ市、カタカマス市、ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市、パトゥカ市、サラマ市、サン・

エステバン市、グアヤペ市）をパイロット市とした「オランチョ県思春期リプロダクティブヘル

ス強化プロジェクト」を2008年６月から2012年５月までの４年間の予定で実施している。プロジ
ェクトの概要は以下のとおり（詳細は「付属資料２．PDM ver. ３」を参照）。 
 

上位目標 オランチョ県の思春期妊娠数の低下に貢献する。 

プロジェクト目標 
性とリプロダクティブヘルスのケアを受けるオランチョ県７市の思春期
の若者の数が増加する。 

アウトプット １．思春期の若者がアクセスしやすい質の高いARHサービス提供システ
ムを構築する。 

２．思春期の若者がARHサービスへアクセスしやすいピアシステム2を構
築する。 

３．思春期の若者がARHサービスを利用することに積極的になる。 
４．ARHサービス提供のための管理・運営システムを構築する。 

出所：PDM ver. ３（2010年６月11日作成） 

 
今回の終了時評価調査は、本プロジェクトが2012年５月に終了するにあたり、プロジェクトの

実績を確認し、計画に対する達成度を確認するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、

                                                        
1 スペイン語では「思春期の性とリプロダクティブヘルス」と記述しており、本プロジェクトは思春期の性に関するテーマも
扱っているが、プロジェクト名と整合するため、和文では「思春期のリプロダクティブヘルス」と記述を統一している。 

2 ピアルームにおいて、若者（ピアリーダー）が同世代の若者に寄り添いながら若者の性の健康に係る主体的な行動変容を支
えるためのピアカウンセリングと、ピアリーダーがピアルームや、学校、コミュニティにおいて実施する健康教育や性と生
に対する啓発活動等のピア教育から成る。 
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インパクト、持続性）の視点から評価を行い、残存する活動期間における提言や、今後の類似事

業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として実施された。なお、同評価結果は本合同評価

報告書に取りまとめられ、「ホ」国関係者との協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）が締結され
る。 
 
１－２ 調査団構成 

本終了時評価は、日本側の調査団員と「ホ」国側評価委員による合同評価である。メンバーは

以下のとおり。 
 

（１）日本側評価調査団メンバー 

氏 名 担 当 所 属 

佐藤 真司 団長・総括 JICA人間開発部保健第二グループ保健第四課 課長 

大橋 由紀 評価分析 合同会社適材適所 コンサルタント 

八木 優子 通訳・翻訳 JICAメキシコ事務所契約通訳 

 
（２）「ホ」国側評価委員メンバー 

氏 名 担 当 所 属 

Dr. Mario Nájera 評価委員 保健省保健推進局長 

Dr. Oscar González 評価委員 保健省思春期統合ケアプログラム（PAIA）課長 

Dr. Ernesto Calix 評価委員 第15地域（オランチョ県）保健事務局長 

 
１－３ 調査日程 

現地調査期間：2011年11月14日から12月２日（19日間） 
 
１－４ 主要面談者 

本調査の主な面談者は以下のとおり（敬称略）。 
【保健省中央】 

Mirian Paz  保健省副大臣 
Mario Najera 保健推進総局長 
Miguel O. Guerrero Pavón 思春期統合ケアプログラム長 
Maribel Navarro Flores 思春期プログラム看護師 

 
【第15地域（オランチョ県）保健事務所】 

Santos Ernesto Cálix 第15地域保健局長 
Lizandro Martinez 第15地域保健局プロジェクトアドバイザー 
Gladis Cruz Munguía 思春期プログラム長 
Jesús Caceres 保健推進課教育担当 
Lenin Banegas サンフランシスコ病院長 
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Lesbia Sandoval サンフランシスコ病院外来診療長 
Ana Oferia Motiño サンフランシスコ病院外来担当医師 
Mirian Suyapa Ulloa フティカルパ市ラス・ミナス・レパグアレCESAMO准看

護師 
Yolani Yaquelin Guardado フティカルパ市プヌアレCESAR准看護師 
Marixa Mendoza フティカルパ市プヌアレCESAR准看護師 
Carlos Omar Caballero サラマ市タルグアCESAMO准看護師 
Mary Suyapa Garrido  サラマ市タルグアCESAMO准看護師 
Osiris Mariana Torres サラマ市タルグアCESAMO環境衛生準担当 
Esteban Ucles パトゥカ市医師長 
Mayra Ruth Mendez パトゥカ市主任看護師 
Delmi Berenice Alvarez パトゥカ市ラ・ラグナCESAR准看護師 
Romona Isabel Brevie パトゥカ市ラ・ラグナCESAR准看護師 
Rubi Elizabeth Padilla サン・エステバン市主任看護師 
Arnoldo Rigoberto Martinez サン・エステバン市環境衛生担当主任 
Francis Idalia Mendez サン・エステバン市コンキレCESAR准看護師 
Herman Jiménez サン・エステバン市サン・マルティンCESAMO医師 
Noemí Urbina サン・エステバン市サン・マルティンCESAMO准看護師 
Maria Sarmiento サン・エステバン市サン・マルティンCESAMO環境衛生

担当 
Juana Padilla サン・エステバン市サン・マルティンCESAMO准看護師 
Dimas Merlo グアヤペ市医師長 
Dora Carlina Leiva グアヤペ市サンタ・クルスCESAMO医師 
Teresa de Jesús Trejo グアヤペ市サンタ・クルスCESAMO准看護師 
Marlene Urbina Ortiz グアヤペ市エル・コヨルCESAR准看護師 
Luis Mariano Euceda ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市医師長 
Wendy Yasmin Miralda ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市主任看護師 
Nicolas Santos ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市プエブロ・ビエホCESAR

准看護師 
Rony Menjivar カタカマス市医師長 
Yesenia Sanchez カタカマス市主任看護師 
Arnaldo Navarro カタカマス市教育担当主任 
Luisa Matute カタカマス市バカディジャスCESAR准看護師 

 
【ピア活動関係者（個人名省略）】 
フティカルパ市： ピアリーダー８人及びピアコーディネーター３人 
サラマ市： ピアリーダー15人及びピアコーディネーター５人 
パトゥカ市： ピアリーダー４人及びピアコーディネーター４人 
グアヤペ市： ピアリーダー５人及びピアコーディネーター４人 
カタカマス市： ピアリーダー17人及びピアコーディネーター４人 
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サン・エステバン市： ピアリーダー７人及びピアコーディネーター７人 
ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市：ピアリーダー７人及びピアコーディネーター４人 

 
【対象７市自治体】 

Minelio Ramirez パトゥカ市長 
Walter Alexander Gomez パトゥカ市青少年プログラム担当 
Rudis Reyes Vallejo パトゥカ市青少年プログラムネットワーク担当 
Huniberto Madrid フティカルパ市副市長 
Marlen Mendez フティカルパ市青少年プログラム担当／UNICEFプログ

ラム県レベルコーディネーター 
Juan Jose Arguera サラマ市長 
Gerardo Aquilino Gimenez サラマ副市長 
Sagrario Melissa Torres サラマ市秘書 
Denia Osiris Padilla サラマ市青少年プログラム担当 
Fatima Domínguez サラマ市青少年プログラムネットワーク担当 
Julio Andrés Pineda Lopez サン・エステバン市市会議員 
Rubenia Aguilar R. サン・エステバン市秘書 
Blanca Torres サン・エステバン市青少年プログラム担当 
Mervin Vargas グアヤペ市長 
Carla Carolina Méndez グアヤペ市青少年プログラム担当 
Rita Chaver ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市長 
Fanny Maldonado Medina ドゥルセ・ノンブレ・デ・クルミ市青少年プログラム担

当 
Oscar Canelas カタカマス市副市長 
Ernesto Matamoros カタカマス市青少年プログラム担当 

 
【日本側関係者】 
加来 至誠 在ホンジュラス特命全権大使 
土田 浩一 在ホンジュラス日本国大使館二等書記官 
山田 章彦 JICAホンジュラス事務所 所長 
小原 学 JICAホンジュラス事務所 次長 
高砂 大  JICAホンジュラス事務所 所員 
渡辺 咲子 JICAホンジュラス事務所 所員 
阿保 宏 プロジェクト専門家〔総括／思春期保健（１）〕 
Ernest Torres プロジェクト専門家（地域保健／ARHサービス） 
大西 真由美 プロジェクト専門家（ヘルスプロモーション） 
西原 三佳 プロジェクト専門家（副総括／教材作成） 

 



 

－5－ 

第２章 終了時評価調査の方法 
 
２－１ 評価方法 

本終了時評価調査は、「新JICA事業評価ガイドライン 第一版」に沿い、以下の手順で行った。 
 
（１）評価グリッドを作成し、評価のデザインに合意する。 
 
（２）評価グリッドに基づいて文献調査、質問票、インタビュー調査により情報を収集する。 
 
（３）実施討議議事録（R/D）に記載された投入計画やPDMに記載された指標に基づき、達成状況

や進捗を確認する。 
 
（４）プロジェクトの計画や実施プロセスにおける貢献要因や阻害要因を明らかにする。 
 
（５）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づき、プロジェクト全

体の分析を行う。 
 
（６）分析結果を基に提言や教訓を抽出し、評価結果案を取りまとめる。 
 
（７）評価結果案に基づき関係者で協議を行い、その結果を終了時評価報告書に取りまとめる。 
 
（８）「ホ」国・日本の双方で終了時評価報告書に合意し、M/Mに署名交換を行う。 
 
２－２ 評価項目・評価基準 

本終了時評価では、評価時点のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：
PDM）であるPDM ver.３（2010年６月作成）に基づき、以下の点からプロジェクトの現状把握・
検証を行った。 
 

検証項目 検証の視点 

実績 プロジェクト実施の結果何が達成されたのか、それらは期待どおりであるか。

実施プロセス 
プロジェクトを実施する過程（プロセス）で何が起きているのか、それらは
プロジェクトのアウトカム目標の達成にどのような影響を与えているか。 

因果関係 
プロジェクトのアウトカム目標の達成が本当にプロジェクト実施によっても
たらされたものであるか、あるいはもたらされるものであるか。 

出所：新JICA事業評価ガイドライン第１版（JICA評価部2010年６月） 

 
上記の検証結果を以下に示す評価５項目による評価基準から分析した。 
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５項目 視 点 

妥当性 
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方
針との整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援
助が期待される結果を達成ために最もコストのかからない資源を使っている
ことを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、
通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 
開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる正・
負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標に
もたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。
開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所：新JICA事業評価ガイドライン第１版（JICA評価部2010年６月） 

 
２－３ 評価に用いたデータ・情報 

本終了時評価調査では以下の方法で情報収集を行った。 
 
（１）文献調査 

プロジェクトの事前調査報告書、R/D、進捗報告書、その他の関連文書から必要な情報を入
手。 

 
（２）質問票 

事前に日本人専門家、「ホ」国側C/P人材に対する質問票による収集の収集（調査準備時間
の都合から、C/Pからの質問票回答は聞き取り調査時に口頭で入手）。 

 
（３）聞き取り調査 

専門家、C/P、オランチョ県対象７市の保健医療施設関係者、市役所、ピア活動関係者等に
対し、インタビューによる必要な情報の入手。 

 
（４）現地踏査 

プロジェクトサイトを訪問し、活動の展開を確認。 
 
（５）ワークショップ 

ARHサービス委員会において、PDMの指標の達成状況及びデータの解釈に関する関係者の
共通認識を確認。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 
2011年10月末までの日本側の投入各項目における実績は、以下に示すとおりである。なお、

各投入実績の詳細は「付属資料４．日本側投入実績」に示されている。 
 
 （１）専門家派遣 

７分野（総括／思春期保健（１）、思春期保健（２）、ヘルスプロモーション、モニタリ

ング・評価・統計、教材作成／IEC、ピア活動普及支援／コミュニティ参加、業務調整／プ
ロジェクト運営管理支援）の日本人専門家と、１分野（地域保健／ARHサービス）の第三
国専門家が派遣されており、2011年10月までに合計79.4人月（MM）の派遣となっている。 

 
表３－１ 専門家派遣実績 

 日本人専門家 第三国専門家 全体（MM） 

第１年次 16.30 3.80 20.10 

第２年次 19.70 4.50 24.20 

第３年次 19.00 4.50 23.50 

第４年次（～10月） 9.50 2.10 11.60 

合 計 64.50 14.90 79.40 

 
 （２）資機材供与 

車両２台、オートバイ７台、ピアルーム3用資機材（パソコン、AV機器等）、保健医療施
設環境整備用資機材（ペンキ、清掃用具等）などを含む合計約1,962万円相当の資機材が供
与されている。 

 
 （３）現地業務費 

視聴覚教材作成費、各署研修経費、ピアルーム内外装整備等など、合計約8,585万円（資
機材供与費、本邦・第三国研修費を含む）が支出されている。 

 
 （４）本邦研修 

以下の２回の本邦研修が実施された。 
・ 「保健行政マネジメント／思春期保健サービス向上研修」（2009年８月、23日間） 
  参加人数６名 
・ 「思春期保健サービス向上研修」（2010年８月、23日間） 
  参加人数４名 

                                                        
3 ARHに関する情報の提供やピアカウンセリング等の活動を実施するピアリーダーの活動拠点となる物理的なスペースとし
て、本プロジェクトでは対象７市に１カ所ずつとサンフランシスコ病院内に１カ所、合計８カ所設置した。 
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 （５）第三国研修 
JICAの技術協力プロジェクト「ニカラグア国思春期リプロダクティブヘルス強化プロジ

ェクト」との技術交換が2009年９月の６日間ニカラグアで実施され、C/P８名、専門家４名、
プロジェクトの現地職員１名の合計13名が参加した。 

 
３－１－２ 「ホ」国側の投入 
ホンジュラス側の投入実績は以下に示すとおりである。詳細は「付属資料５．ホンジュラス

側投入実績」を参照のこと。 
 
 （１）C/Pの配置 

保健省本省レベルでは、公衆衛生担当副大臣がプロジェクトダイレクターとして配置さ

れているほか、保健推進局長、統合家庭保健課長、国家思春期統合ケアプログラム（PAIA）
課長、STI・HIV/AIDS課長、国家精神衛生プログラム課長が配置されている。 
県レベルでは、第15地域（オランチョ県）保健事務所長がプロジェクトのエクゼクティ

ブダイレクターとして配置されている他、プロジェクトの国家アドバイザー及び思春期プ

ログラム長の２名が主要なC/Pとなっている。また、保健サービス提供課長、県セクター開
発課長、県看護師長、品質保証ユニット長、女性ケアプログラム長、県統計課長、保健推

進課長、サンフランシスコ病院長、同病院の外来課長、同病院思春期クリニック長、同病

院教育担当看護師長もC/Pとして各プロジェクト活動に参加している。 
また、対象の７市のレベルでは、市医師長（Medico Municipal）、主任看護師（Supervisora 

de Enfermería）、市保健教育主任などがそれぞれの市でC/PとしてARHサービス委員会を含む
各活動に従事している。 

 
 （２）施設・設備等 

オランチョ県保健事務所敷地内にプロジェクト事務所及び設備が提供されている。 
 
 （３）プロジェクト経費 

プロジェクト事務所の水道光熱費や、車両運転手手当てがホンジュラス側から提供され

ている。その他の活動経費の保健省負担分については、オランチョ県保健事務所からの予

算請求がなされた実績はあるものの実現していない。 
プロジェクト対象市においては、対象２市においてピアルーム建設工事費が負担された

ほか、ピアルーム賃貸料・水道光熱費などの維持費を各市で負担している。 
 
３－２ 活動実績 

活動計画（PO）4が示すとおり、おおむね計画どおりに活動が実施されている。以下にアウトプ

ットごとの各活動の進捗状況を示す。 
 

                                                        
4 中間レビューの結果を受けた2010年６月のPDM改定により、活動レベルでも変更が生じたことから、POの改訂が行われた。
よって、現行のPOは2010年７月からとなっている。 
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（１）アウトプット１ 
若者がアクセスしやすい、質の高いARHサービスの提供システムが確立される。 
本アウトプットでは、クオリティー・オブ・ライフ（Quality of Life：QOL）研修5及びユー

ス・フレンドリー・サービス（Youth Friendly Service：YFS）研修6による人材育成（研修内容・

方法・教材・講師の整備を含む）とYFSの実施及びモニタリング方法の導入により、ARHサー
ビスの提供システムの確立に取り組んできた。各活動の進捗状況は以下のとおり。 

 
表３－２ アウトプット１の活動進捗状況 

活 動 進捗状況 
1-1. PAIAの規範に基づいてオラ

ンチョ県におけるARHサー
ビスを定義する。 

プロジェクト関係者間でPAIAの概念及び、オランチョ県の特性を確認し
た。それらの内容とプロジェクトで実施しようとしているARHサービスの
整合性を確認したうえで活動内容を明確化した。 

1-2. 保健医療従事者向けにYFSの
提供のためのガイドを策定
する。 

上記の内容に基づき、「YFSガイドライン」が作成された。 

1-3. 研修の内容と参加者を決定
する。 

保健医療従事者のエンパワメントとモチベーションの向上を目的とした
QOL研修、及びARHサービス向上のためのYFSの研修を、対象７市の全医
療従事者（正規職員）を対象に実施することが決定された。 

1-4. 研修プログラムを策定する。 QOL研修及びYFS研修のプログラムは作成され、各研修マニュアル・ガイ
ドラインに記載されている。 

1-5. 研修教材を作成する。 QOL研修については、研修マニュアル（講師用及び受講者用）が2010年度
に作成され、その後の使用結果を基に現在改定作業を行っている。YFS研
修については、上記の「YFSガイドライン」を研修に活用するほか、「YFS
研修パッケージ」が作成され、教材として活用されている。 

1-6. 講師を選定する。 YFS研修については、保健省中央のPAIA課の職員２名と県保健事務所の職
員３名が講師として育成された。QOL研修については、この５名の職員も
講師として育成される際に事前に受講したが、QOL研修の講師は後述のピ
アリーダー養成者が担当することになっている。 

1-7. 講師の研修を行う（ホンジュ
ラスにおける経験の共有や
日本または第三国研修）。 

1-6．で記した講師には、各研修の実習を通じた訓練が実施された。 

1-8. ARHサービス提供者を対象
に研修を行う。 

プロジェクト対象７市全保健医療施設の職員に対しQOL研修及びYFS研修
が実施された。対象７市の全医療従事者（正職員）323名中7、QOL研修は
合計322名、YFS研修の基礎コースは合計307名が受講した。また、2011年
９月に実施したYFS研修のフォローアップ研修は合計199名が受講した。 

1-9. YFSガイド等を策定し配布す
る。 

YFSコンセプトとコンポーネントが示されているYFS研修ガイドライン、
ARHに関するフリップチャート、YFSに関するパンフレット、ARHに関す
るパンフレットが作成され、全保健医療施設に配付されている。 

1-10. ARHサービス従事者間で四
半期に１度の意見交換会を
開催する。 

各保健医療施設の代表者が参加する各市の医療従事者月例会議にて、ARH
に係る意見交換が３カ月に１度行われている。プロジェクトでは保健医療
施設におけるARHの実例を記録するフォーマットが作成され、月例会の意
見交換や経験の共有の際に活用されている。 

                                                        
5 若者がエンパワメントされるために、まずは若者に接する関係者自らエンパワメントすることを目的として実施される研修
を意味する。 

6 若者が保健医療施設を訪れた際に心地良いと感じ、満足度が高くなることをめざし、保健医療従事者の意識と行動の適切な
変容、または望ましい状態での保持を目的に、「接遇」及び医療施設の「環境」（時間、スペース、他のリソースとの円滑な
連携など）の改善（向上）やそのためのアクションプラン作成に係る研修を意味する。 

7 各市の医師長・看護師長らが研修対象の正職員としてリストアップした人数。医師、看護師、准看護師、検査技師、保健教
育担当、保健プロモーター、統計担当者等が含まれるが、市によっては保健プロモーターが研修対象に入っていないケース
もあった。 
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1-11. 研修プログラムを改良する
ために、ARHサービス委員会
が、研修受講者による改善へ
の取り組みをモニタリング
する。 

実施されているモニタリングの方法は以下のとおり。 
・ YFS研修の受講者は、所属する各保健医療施設でYFSを実施するための
アクションプラン及び活動のモニタリングプランを策定し、実施してい
る。各施設では同モニタリング計画に従い、セルフモニタリングを実施
し、各市での月例会議の場で結果の共有化・意見交換を行っている。 

・ 各市の主任看護師が通常業務の一環として定期的に各施設を訪問する
際に、YFS改善のためのアクションの実施状況をモニタリングしてい
る。これらの結果は、県レベルで実施される「ARHサービス委員会」で
発表され、全体的なモニタリングが行われている。 

・ 県保健事務所の職員（ARHサービス委員会メンバー）によるサンプリン
グによるモニタリングが実施されている。 

・ モニタリングシステムの一環として県レベルのYFS施設認定基準が策
定され、同基準に基づき県保健事務所による各施設の認定が実施されて
いる。 

1-12. 研修プログラムを改良する
ために、ARHサービス委員会
が、研修へのフィードバック
を行う。 

上記の各モニタリング活動の結果は、ARHサービス委員会で協議され、次
のYFS研修の改善に結びつけている。また、モニタリング結果を共有し、
YFSの改善に結びつけることを目的とした「YFSフォローアップ研修」が実
施され、その結果を活用してYFS研修パッケージの改善を行った。 

1-13. 保健医療施設（サンフランシ
スコ病院、CMI、CESAMO、
CESAR） 8におけるARHサー
ビス強化計画を策定する。 

1-11で述べたとおり、各保健医療施設のARHサービス強化の手段として、
YFS研修の受講者はYFSを改善するためのアクションプランを策定してい
る。アクションプランは毎年改定される。 

1-14. 保健医療施設においてARH
に特化したサービスを提供
する。 

1-11及び1-13で述べたアクションプランの実施により、各保健医療施設の状
況に適した形でのARHサービスが提供されている。 

1-15. ARHサービス委員会が保健
医療施設におけるARHに特
化したサービス提供状況を
モニタリングする。 

各保健医療施設のARHに特化したサービス提供のモニタリングは、1-11.に
記した方法で行われている。 

1-16. 保健医療施設におけるARH
に特化したサービスの提供
方法を改善する。 

以下の方法でサービス改善に取り組んでいる。 
・ 各施設が策定するアクションプランは、市医師長・主任看護師が確認し、
その際サービス改善のためのアドバイスを提供している。 

・ 各施設では、各市の月例会議でサービス改善に係るアドバイスを得た
り、主任看護師の訪問の際に指導を受けることで改善を図っている。 

・ 県レベルで実施されるARHサービス委員会の場で各市のサービス状況
の意見交換が行われ、結果は各市にフィードバックされる。 

・ 県レベルでのYFS施設認定基準が策定されており、認定試験でARHに特
化したサービス状況が確認され、基準に満たない部分は次回認定試験ま
でに改善できるよう、指導している。 

1-17. ARHサービスに関するリフ
ァラル及びカウンターリフ
ァラルシステムを改善する。 

本プロジェクトではピアルーム（ピアリーダー）から保健医療施設（保健
医療従事者）に対するリファラルシステムの導入を図った。リファラルの
必要時にピアリーダーが記入し、保健医療施設に情報を受け渡すためのフ
ォーマットが作成され、導入されている。施設間のリファラルではないた
め、カウンターリファラルは導入していないが、リファラルの結果は口頭
でピアリーダーに報告されていることが確認されている。 

 

                                                        
8 CMI（Clínica Materno Infantil）は母子保健クリニック、CESAMO（Centro de Salud con Médico y Odontólogo）は医師・歯科医
師の駐在する保健所、CESAR（Centro de Salud de Atención Rural）は医師不在で看護師のみ配置されている村落保健所を指す。 
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1-18. ARHサービスに関するリフ

ァラル及びカウンターリフ
ァラルをモニタリングす
る。 

各リファラルの事例は、各市の月例会議で報告され、その結果がARHサー
ビス会議の場に報告されている。また、ピアルーム側は、保健医療施設に
リファーした際には記録にとどめるシステムが導入されている。 

1-19. 思春期の若者がコンドーム
を容易に入手できる状況を
整備する。 

各保健医療施設が策定した2011年のYFSアクションプランには、若者が避
妊具を入手しやすい環境整備が含まれており、各施設でアクションプラン
に沿った活動が実施されている。 

 
（２）アウトプット２ 

若者のサービスへのアクセスを促進するピアシステムが確立される。 
本アウトプットのピアシステムの確立においては、本プロジェクトでは、ピアリーダー9、

ピアコーディネーター10、ピアサポーター11、ピア養成者12といった各アクターの養成、ピアル

ームの整備、ピア活動の実施（定例会議を含む）、モニタリングを行ってきた。各活動の進捗

状況は下表に示すとおり。 
 

表３－３ アウトプット２の活動進捗状況 

活 動 進捗状況 
2-1. ピアリーダーを育成し、維持

する（ピアカウンセリング）。 
ピアリーダー研修により、対象７市で合計185名のピアリーダーが養成され
た。ピアリーダーはピアコーディネーターの付き添いの下、各市でピア教育
活動や、ピアカウンセリングを含むピアルーム内外での活動を行っている。

2-2. ピアリーダーの活動をモニ
タリングする。 

ピアルームのオープン時及び学校訪問等による啓発活動実施時にはピアコ
ーディネーターが必ず付き添い、ピア活動のモニタリングを行っている。
また、ピアリーダー活動報告書、訪問者台帳、カウンセリング記録票を整
備し、記録を取っている。それらの結果等はピアコーディネーター会議で
共有化され、意見交換がもたれている。また、県保健事務所の保健推進課
が実施している学校やコミュニティでの健康教育の報告レポートの中で
も、ピアリーダーとの共同での活動が報告されている。 

2-3. 思春期の若者が自由に利用
できるピアルームを７市に
創設する。 

対象７市に８カ所のピアルームが開設された。フティカルパ市ではサンフ
ランシスコ病院内（思春期外来の隣）及び市中心部の合計２カ所、その他
６市では市中心部に１カ所ずつ開設された。 

2-4. ピアコーディネーターを育
成する。 

ピアコーディネーター研修により、対象７市で、合計103名のピアコーディ
ネーターが養成された。ピアコーディネーターはピアリーダーの活動に付
き添い必要なアドバイスを提供するほか、定期的にピアコーディネーター
会議をもち、ピア活動の状況等に係る情報・モニタリング情報の共有、今
後の計画、各市関係者間のピア活動の調整を図っている。 

2-5. ピア養成者を育成する。 ピア活動関係者育成のためのピア養成者の養成には、ピアコーディネータ
ーから選出された５名の候補者に対しピア養成者研修を実施し、ピア活動
関係者の養成研修でのOJTによる指導を行った後、日本で用いられている
養成者認定試験と同等の試験基準を用いて認定試験を実施し、５名が正式
にピア養成者として認定された。さらに、2011年10月には各市レベルでの
養成者の育成を目的に18名に対し研修を実施した。 

 

                                                        
9 （心身ともに健康で）、ピアリーダー（基礎コース）及びフォローアップ研修を受講し、ピアリーダーの試験に合格し、ボラ
ンティアとしてピア活動を実践できる思春期の若者。 

10 ピアコーディネーター養成研修を受講し、地域の思春期に関連する組織や団体を巻き込んで、ピア活動を立ち上げる調整役。 
11 ピアサポーター研修を受け、ピアリーダー活動を理解し、地域でピアリーダー活動を支える支援者。 
12 ピアリーダー養成者養成研修を受講し、認定試験に合格し、ピアリーダーを養成後、ピアリーダーに寄り添いながらピア活
動を支える者。 
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2-6. ピアサポーター（思春期の若

者をもつ親、教師、コミュニ
ティの人々）を育成する。 

2010年７月にピアサポーター研修が実施され、９名が養成された。しかし、
ピアコーディネーターとの役割の重複を避ける目的から13ピアサポーター
の位置づけが変わってきたため、その後「ピアサポーター研修」は実施せ
ず、ピア活動をサポートする関係者（教師、両親、コミュニティ関係者等）
を対象にピア活動の内容・コンセプト周知のための研修／ワークショップ
が実施されている。これまで135名の参加者があった。 

 
（３）アウトプット３ 

若者がARHサービスを受けることに積極的になる。 
若者がARHサービスを積極的に受けることを促進するために、本プロジェクトでは医療従

事者及びピア活動によるIEC活動を行っている。各活動の進捗状況は下表に示すとおり。 
 

表３－４ アウトプット３の活動進捗状況 

活 動 進捗状況 
3-1. ARHサービス委員会が保健

医療従事者や思春期の若者
からのインプットを受けて
IECのニーズを特定する。 

ARHサービス委員会で、ARHに関して必要なIECを検討・明確化し「ARH
啓発普及ガイドライン」が作成された。また、既存のIEC教材のレビューを
行い、ARHに関して新たに作成が必要なものをリスト化した。現在までに
作成した教材で、既にリスト上のテーマは網羅されている。 

3-2. ARHサービス委員会が保健
医療従事者や思春期の若者
からのインプットを基にIEC
計画を策定する。 

上述のガイドラインに沿って、対象７市でIEC計画が策定された。 

3-3. 各市の医療施設がIEC計画を
実行する。 

2011年度は3-2で述べた市レベルIEC計画に基づき、各保健医療施設のIEC計
画が立案され、実施されている。 

3-4. ピアリーダーがピアコーデ
ィネーターと共にIEC計画を
実行する。 

ピアリーダーとピアコーディネーターは定期的に合同ミーティングを開催
しており、IEC活動を含むピア活動実施計画が策定され、実施されている。

3-5. コミュニティの大人を対象
にしたARHへの理解促進と
支援強化を目的としたIEC計
画を実行する。 

3-2で述べたIEC計画にはコミュニティの大人への啓発活動が含まれてお
り、計画が実施されている。ピア活動においては、ピア活動の周知・理解
を得るために、ピアルーム及びピアリーダーのプロモーション活動や各市
でのイベント等にて啓発活動を行っている。 

3-6. ARHサービス委員会にて
IEC活動をモニタリングす
る。 

YFSのモニタリングで活用しているモニタリングシートの中にIEC活動の
項目も含まれており、各市で実施されたモニタリングの結果・報告をARH
サービス委員会にて、３カ月に１回報告・共有し、各市のIEC活動状況がモ
ニタリングされている。 

 
（４）アウトプット４ 

ARHサービスを提供するための運営管理システムが確立される。 
対象７市の医療機関・従事者に対するプロジェクト実施の支援機関として、県保健事務所

関係部課、各市の医師長、主任看護師、保健教育担当などからなるARHサービス委員会が設
立され、プロジェクト全体の運営・管理、研修プログラム・計画策定、研修実施、YFSの企画・
実行支援、評価・モニタリングを行っている。各活動の進捗状況は下表に示すとおり。 

                                                        
13 ピアコーディネーターのなかにピアリーダーの親や思春期の子をもつ親が含まれているため、研修の重複を避ける意味から
ピアサポーター用の特別な研修は実施しないこととなった。また、日本の場合、ピアサポーターがピアルームに詰めてピア
活動を支援しているが、ホンジュラスではピアコーディネーターが同業務を実施し、日本でいうピアサポーターの役割をピ
アコーディネーターが実施している。 
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表３－５ アウトプット４の活動進捗状況 

活 動 進捗状況 
4-1. ベースライン、ミッドポイン

ト、エンドライン調査を行
う。 

2008年７月にベースライン調査、2010年１月にミッドライン調査、2011年
10月にエンドライン調査が実施された。 

4-2. ARHの開発と実行のための
委員会を設立する。 

ARHサービス委員会が設置されている。メンバーは、県保健事務所のARH
に関連する課の職員、サンフランシスコ病院、及び各市の市医師長、主任
看護師、市保健教育主任などである。 

4-3. 市 の 青 少 年 プ ロ グ ラ ム
（PMIAJ）との組織的な調
整メカニズムを設立する。 

現在対象7市では市の青少年プログラム（Programa Municipal de Infancia, 
Adolescencia y Juventud：PMIAJ）が実施されており、若者の組織をもって
HIV／AIDS、暴力、若者の育成などの活動を行っている。同プログラムと
は今までに世界エイズデー等の市のイベントを共同で実施した。同プログ
ラムの職員が2011年９月のピアコーディネーター研修を受け、ピア活動に
加わっている。 

4-4. ARHサービスの提供、ピア活
動及びIEC活動をモニタリン
グするシステムを確立する。 

各活動において、1-15、2-2、3-6に記したモニタリングを実施している。 

4-5. コミュニティにおけるARH
関連の活動を行っている団
体・組織と包括的な市の調整
システムを設立する。 

各市のピアリーダー・コーディネーターは教育関係や教会関係者、その他
の団体と協力し、ARHに関連する活動を実施している。例えば、フティカ
ルパ市においては、市がARHに関連する活動を行う組織を集めた会議を開
催しており、ピアコーディネーターの代表も参加している。 

4-6. 教育セクターや関連する組
織と共同してARHの活動を
行う。 

オランチョ県教育局と県保健事務所の間でピア活動への協力に関する協定
書が締結されている。協定の目的は、オランチョ県の対象７市においてARH
を強化するべく共同で活動を実施することである。また、ピアコーディネ
ーターのメンバーには教育関係者も含まれている。ピアリーダーの募集の
際は、高校に募集の支援を依頼しており、各学校より候補者が推薦されて
いる。 

4-7. プロジェクトの経験を体系
化する。 

他県への普及を視野に、QOL及びYFSの研修教材のパッケージ化が進めら
れている。また、「ホ｣国内の関係者に対してピア活動の周知を図ることを
目的としてピアリーダー大会を開催し、192名の参加者があった。その際、
プロジェクトの背景・活動・結果を取りまとめて発表した。また、経験を
体系化する作業は、今後の活動として計画されている。 

 
３－３ アウトプットの達成状況 

（１）アウトプット１ 
若者がアクセスしやすい、質の高いARHサービスの提供システムが確立される。 
ARHサービスの改善の方策としてプロジェクトが導入しているYFSの枠組みは策定され、そ

れに基づいた研修は目標人数に達している。研修受講者がYFSを各保健医療施設で適切に実施
し、YFS提供施設として認定されることをめざしており、プレ審査とそのフォローアップによ
り2012年３月の本審査では目標の90％以上が合格することが見込まれている。ピアリーダー
から保健医療施設へのリファラルについては、プロジェクトが導入したフォーマットを活用

せずに行われているケースがあることから、今後は記録の徹底を進める必要がある。ARHサ
ービスの満足度は、エンドライン値でも高い水準に保たれているといえる。また、保健医療

従事者にARHに関する相談をしたいかどうかについては、妊娠の際に保健医療施設を利用し
たいと答える割合が増加していることが確認された。各指標の達成状況の詳細は表３－６に

示すとおりである。 
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表３－６ アウトプット１の指標の達成状況 

指 標 達成状況 
1-1. YFSの枠組みに係る基本要

素が存在する。 
・ ハードとソフトの２種類から成るYFSの基本要素を明示したYFSの枠組
みが作成され、「YFSガイドライン」に含まれている。 

1-2. 90％以上の常勤保健医療従
事者が、プロジェクトの提案
するARHサービスプログラ
ム1）の研修を受講する。 

・ 対象7市の全職員323名中、307名（95％）がYFS研修を受講した。 

1-3. 90％以上の保健医療施設が
YFSの枠組みに基づき保健
省とプロジェクトによって
YFS提供施設と認定される。 

・ 2011年10月に県保健事務所の職員が認定基準に基づいて認定試験のプ
レ審査（pre-certificación）を行ったところ、対象７市の90の保健医療施
設14のうち、63施設（70％）が基準に達していた15。５カ月後の2012年３
月に本審査が実施される予定。 

・ 上記認定基準に達していない施設については、不備があった点を改善す
るよう指導しており、関係者は本審査では90％以上の施設が合格すると
見込んでいる。 

1-4. 思春期の若者用のフォーマ
ットを用いたリファラルシ
ステムが導入、活用される。 

・ ピアリーダーから保健医療施設へのリファラルのためのフォーマット
が作成され、導入された。 

・ リファラルの事例は毎月のARHサービス委員会で報告されることにな
っているが、今まで記録に残っているのは１件のみである。 

・ 記録を残し情報を管理するため、今後は活動の記録を徹底することが望
まれている。 

1-5. ARHサービス利用者の満足
度が上がる。 

・ ベースライン調査とエンドライン調査の結果を比較すると、出口調査で
は、施設の清潔さやスタッフの身だしなみ、対応の満足度において統計
的有意な結果として向上が認められた。一方、職員の対応（産前健診）、
サービス全般の満足度等の設問では統計的有意はなかったが、ベースラ
イン時と変わらぬ高い水準の満足度が保たれている。KAP調査の結果で
は、次回も同じ保健施設を利用したい、他の人にも推薦したいと答えた
割合が統計的に有意な結果として増加した16。 

 
表：ベースライン・エンドライン調査結果（満足度） 

 ベースライン エンドライン 
出口調査 
1）施設の清潔状況 52.7％ 66.39％* 
2）職員の身だしなみ 82.0％ 92.9％* 
3）職員の対応（産前健診） 89.9％ 92.9％ 
4）サービス全般 84.4％ 79.7％ 
KAP調査 
1）次回も同じ保健施設を訪
問したい。 

90.0％ 96.0％* 

2）自分が利用した施設を他
の人にも推薦したい。 

90.0％ 97.6％* 

*統計的に有意 
 

                                                        
14 保健医療施設にはサンフランシスコ病院と各地域のCESAMOとCESARが含まれる。人口が集中する地域に位置する病院や

CESAMOのみならず、准看護士のみが常駐する農村地域の68のCESARも含まれる。 
15 対象７市の保健医療施設は全部で103カ所であるが、13カ所はプロジェクトの研修を受けた正職員は配置されておらず、イン
ターンが従事している施設であるため、審査から除外されている。プレ審査は職員が休暇に入っていた１施設を除く89施設
で実施された。 

16 エンドラインの知識・態度・行動に関する調査（KAP調査）のサンプル数は361人と少なく、誤差が生じている可能性は否め
ない。 
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1-6. 研修を受けた保健医療従事

者に対しARHの相談をした
いと思う若者の数がベース
ライン比で増加する。 
（指標3-1と同） 

・ 「妊娠した場合、どこに行きたいか（自由回答）」の設問において、ベ
ースライン調査とエンドライン調査の結果を比較すると、以下のとお
り、保健医療施設に行きたいとの回答の割合が増加している。 

 
表：ベースライン・エンドライン調査結果（妊娠した場合、どこに行きたいか） 

  ベースライン エンドライン 
フティカルパ市17 病院 56.7％ 68.6％ 
カタカマス市18 
 

病院 42.9％ 42.6％ 
保健所 31.9％ 35.7％ 

他の5市19 保健所 53.6％ 61.3％ 
 
 

1）プロジェクトの提案するプログラムは、PAIAに従って定義されたYFSフレームワークガイド、更にはアクションプランや
モニタリングに基づいたARHサービスを含む。（PDM ver. ３より） 

 
（２）アウトプット２ 

若者のサービスへのアクセスを促進するピアシステムが確立される。 
ピア活動の各アクターの育成が進んでおり、活動の結果、１年に満たないピアルームもあ

るものの年間合計1,000人の訪問者といった目標を達成している。リファラルについてはアウ
トプット１で述べたとおり、今後の記録の方法に改善の余地がある。ピア活動が維持される

ための実施体制については、今後更に強化していく必要がある。各指標の達成状況の詳細は、

下表に示すとおりである。 
 

表３－７ アウトプット2の指標の達成状況 

指 標 達成状況 
2-1. ピアリーダーの数 ・ 185名がピアリーダー研修を受けた。 

・ 研修を受けた後、大多数のピアリーダーがピア活動を継続している。そ
の一方で、当初から想定されていたとおり、転出、進学等の理由で活動
に参加できなくなる若者や、勉強やその他の活動が忙しいこと、興味を
失うなどでピア活動に参加していない若者も若干名いることが確認さ
れている。 

2-2.  ピアリーダー養成者の数 
 

・ 23名がピアリーダー養成者研修を受けた。うち、第１回目の研修に参加
した５名は実習期間を経て認定試験を受け、ピアリーダー養成者として
日本で行われているものと同じ方法で正式に認定されている。 

2-3.  ピアコーディネーターの数 ・ 103名がピアコーディネーター研修を受け、ピアコーディネーターとし
てピア活動に従事している。 

2-4. ピアサポーター（思春期の若
者をもつ親、教師、コミュニ
ティの人々）の数 

・ 135名がピアサポーター研修もしくはピア活動の内容・コンセプト周知
のための研修／ワークショップに参加した。 

2-5. 年間1,000人の思春期の若者
がピアルームを訪問する。 

・ フティカルパ市以外のピアルームは現時点では開所後まだ１年に満た
ないが20、2010年11月から2011年10月までの１年間の訪問者数の合計は
1,384人であった。 

                                                        
17 フティカルパ市で妊婦に保健医療サービスを提供する施設はサンフランシスコ病院である。 
18 カタカマス市はフティカルパ市に近いことから、妊娠の際にサンフランシスコ病院に行く場合と、市内の保健所に行く場合
が考えられる。 

19 他の５市については、各市内の保健所が妊娠の際に保健医療サービスを提供している。 
20 各市のピアルームの開所式が行われた年月日は次のとおり。フティカルパ：2010年２月５日、カタカマス：2010年10月29日、
サラマ：2010年11月９日、グアヤペ：2010年11月23日、クルミ：2010年11月18日、サン・エステバン：2011年２月２日、パ
トゥカ：2011年２月10日 
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  ・ 市によって訪問者数にはばらつきがあるため、市の規模や社会背景など
も考慮したうえで、各市レベルで活動実績を分析し、今後の活動計画に
活用する必要がある。 

2-6. ピアリーダーから保健医療
従事者へリファーされたケ
ースの数 

・ ピアリーダーからのリファラルのフォーマットが導入された2011年１
月から10月末までに、フォーマットを活用したリファラルのケースは１
回のみである。 

・ ピアルームが保健医療施設に隣接しており口頭で医療従事者に紹介し
たり、その場に付き添っているピアコーディネーター（多くが医療従事
者）に相談し直接対応する場合が日常的にあるが、記録に残っていない
ため、そのようなケースは上記に含まれていない。 

2-7. ピア活動継続のためのシス
テム2）が確立される。 

・ 2-1、2-2、2-3、2-4で示すようなピア活動の研修及び人材の育成が行われ、
2-5で示すように年間1,000人を超える訪問者があった。 

・ 各市でピア活動の実施体制図が作成されており、市役所、市の青少年プ
ログラム、教育関係者、関連組織を巻き込んだ体制の強化が進められて
いる。 

2）“継続のためのシステム”とはARHサービスの提供に賛同するピアコーディネーター、ピア養成者、ピアサポーター及び一
般の大人と市や教育セクターといった関連組織との連携を指す。（PDM ver. ３より） 

 
（３）アウトプット３ 

若者がARHサービスを受けることに積極的になる。 
保健医療従事者にARHに関する相談をしたいかどうかについては、妊娠の際に保健医療施

設を利用したいと答える割合が増加していることが確認された。また、エンドライン調査の

結果ピアリーダーからARHに関する情報を入手したいと答えた若者の割合は多くなかったが、
ピアルームの訪問者は年間の目標人数を超えるなど、若者に活用されていることも確認され

ている。また、避妊方法の利用も増加し、ピア活動における啓発活動に参加した若者の人数

も3,700人以上であることから、ARHサービスを受けることへの積極性は増しているといえる。
各指標の達成状況の詳細は以下のとおり。 

 
表３－８ アウトプット３の指標の達成状況 

指 標 達成状況 
3-1. 研修を受けた保健医療従事

者に対しARHの相談をした
いと思う若者の数がベース
ライン比で増加する（指標１
－６と同じ）。 

・ 指標1-6を参照のこと。 

3-2. ピアリーダーにARHに関す
ることを相談したいと思う
若者の数がミッドポイント
調査比で増加する。 

・ 「ARHに関する情報を誰（どこ）から入手したいか（選択・複数回答）」
というKAP調査の設問について、ミッドライン調査ではピアリーダーを
選択する回答は０であったが、エンドライン調査では、ARHに関する情
報源として今後ピアリーダーから入手したいと回答したのは361人中５
人（1.4％）であった21。 

・ 「ARHに関する情報を誰（どこ）から入手したか」という設問について
は、過去にピアリーダーから入手したという回答が361人中９人（2.5％）
であった。 

                                                        
21 エンドライン調査の本設問については、調査方法（調査者による選択肢の読み上げ）が徹底されなかった可能性が否めない
こと（ベースラインでは１人当たり５つの回答を選択している一方で、エンドラインでは1.9しか選択されておらず、選択肢
が十分に読み上げられなかったことが考えられる）、選択肢のなかに「ピアリーダー」のほかに「同級生・友人」がありピア
リーダーが同級生もしくは友人の場合は混乱が予想されること、などから調査結果の精度に問題が見受けられることが指摘
されている。 
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  ・ 2-5に示すとおり、年間1,384人がピアルームを訪問しており、68件以上
のピアカウンセリングが実施されていることが確認されている（記録が
残っているピアカウンセリングは68件であるが、ピアルームの外でカウ
ンセリングを行った場合は記録として残されていないケースが多い）。

3-3. 直近の性交時にコンドーム
を使用した思春期の若者の
割合が増加する。 

・ 本プロジェクトのベースライン、エンドラインの調査では「最近の性交
渉で何らかの避妊方法をとったか｣という設問で調査しており、コンド
ームの使用に特定した調査は行われておらず、データが存在しない。 

・ 上述のKAP調査の結果、最近の性交渉で避妊具を使用した若者の割合は、
ベースラインで69.5％、エンドラインで90.4％であり、増加している。

・ 「性交渉の際にコンドームを使用するか」という別のKAP調査の質問
に対して、いつも使うと回答した若者の割合がベースライン時には
34.5％であったが、エンドライン時には47.1％に増加した。 

3-4. ピアリーダーによる（学校や
コミュニティを含む）活動に
参加した者の数 

・ フティカルパ市以外のピア活動は開始後まだ１年に満たないが2010年
11月から2011年10月までに、学校やコミュニティの訪問による啓発活動
等に参加した人の数は3,774人であった。 

 
（４）アウトプット４ 

ARHサービスを提供するための運営管理システムが確立される 
ARHサービス委員会はほぼ毎月開催されており、定期モニタリングも実施されていること

が確認されている。ARH活動に関連する組織とのコーディネーションについては、今まで体
制の確立に努めてきたが、今後更に維持に向けた強化を図ることが期待されている。各指標

の達成状況は以下のとおりである。 
 

表３－９ アウトプット４の指標の達成状況 

指 標 達成状況 
4-1. ARHサービス委員会が毎月

開催される。 
・ 特別な月を除き、ほぼ毎月ARHサービス委員会が開催されている。 

4-2. ARH活動の定期的なモニタ
リングが制度化される。 

・ 活動1-15、2-2、3-6に記したモニタリングが実施されている。 

4-3. ARH関連機関間の連携が構
築、維持される。 

・ 対象７市の各市長とピア活動への協力に関する協定書がそれぞれ締結
されている。 

・ 県教育局と県保健事務所の間でピア活動の協力に関する協定書が締結
されている。 

・ 各市でピア活動の実施体制図が作成され、市役所、市の青少年プログラ
ム、教育関係者、関連組織を巻き込んだ体制の強化が進められている。

・ フティカルパ市ではフティカルパ市においては、市がARHに関連する活
動を行う組織を集めた会議を開催しており、ピアコーディネーターの代
表も参加している。 

・ 対象７市の青少年プログラム（PMIAJ）の職員がピアコーディネーター
研修を受けており、今後の連携の強化が期待されている。 

 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

産前健診の指標においては、数値目標には若干到達していないものの、ARHサービス委員会メ
ンバー及び専門家からの聞き取りの結果、データの制約や経済的・社会的要因を考慮すると、各

達成度は満足のいく結果であると解釈できる。そのほか、思春期の若者の施設分娩の割合、避妊

に関するサービス受診数、ARHに関するカウンセリング受診数は目標を達成した。各指標の達成
状況とデータの解釈については、表３－10に示すとおりである。 
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表３－10 プロジェクト目標の達成状況 

指 標 達成状況 
1-1. 少なくとも１回は産前健診

を受診する思春期の妊婦の
割合が60％に増加する（ベー
スライン：18.3％）。 

2010年11月から2011年10月の統計では、少なくとも１回は産前健診を受診
する思春期の妊婦の割合は55.1％に増加した。この結果については、少なく
とも１回は産前健診を受診する思春期妊婦の割合の分母となる思春期若者
による全分娩数について信頼できるデータが入手できないという制約があ
り、オランチョ県１歳未満人口とオランチョ県における生殖可能な年齢（10
～49歳）における10～19歳の割合を掛け合わせて算出しており、ARHサー
ビス委員会メンバーからは実際はもう少し高い割合になると解釈されてい
る。また、2009年２月にPDM ver. ２への改訂で設定した目標は35％であり、
ミッドライン調査で既に45.8％に達したため、2011年２月のPDM ver. ３改
訂時に60％とやや野心的な目標に変更した経緯がある。一般的に産前健診
受診率は一度急激に増加した後、伸び率は緩やかになることを考慮すると、
増加割合は十分高く、評価に値するものであるとプロジェクト関係者は理
解している。 
 

表：少なくとも１回は産前健診を受診する思春期の妊婦の割合22 
ベースライン値 ミッドライン値 エンドライン値 

18.3％ 45.8％ 55.1％ 
  

1.2. 産前健診を受ける思春期の
妊婦の平均受診回数が4.0回
に増加する（ベースライン：
2.7回）。 

2010年11月から2011年10月の統計では、産前健診を受ける妊婦の平均受診
回数は3.3回に増加した。この回数は思春期の若者が受けた産前健診の回数
を各医療施設で把握している思春期の妊婦数で割った結果であるが、デー
タについては、近所のCESARで受診した後にCMIで受診した妊婦が重複し
て数えられている可能性が高いことが指摘されている。一方、思春期妊娠
の場合、妊娠の発覚の遅れや、発覚後のさまざまな問題から妊娠早期に健
診を受けない場合も多いことから、産前健診回数が伸びていないという分
析がある。また、経済的な問題（遠隔地の場合、健診に出向くための交通
費が多額となること）や、家族の理解不足、産婆への相談の習慣などから、
受診回数を増やすのは容易でないなかで、全国の全妊婦の産前健診の平均
回数が２回程度であるのに対し、3.3回となったことは大きな前進であると
プロジェクト関係者は評価している。 
 

表：産前健診を受ける思春期の妊婦の平均受診回数 

ベースライン値 ミッドライン値 エンドライン値 
2.7回 3.1回 3.3回 

  
2. 思春期の妊婦の施設分娩率が

30％に増加する（ベースライ
ン：22.6％）。 

2010年11月から2011年10月の統計では、思春期妊娠の施設分娩割合は34.4％
に増加した。本データ結果についても、思春期妊娠の施設分娩割合の分母
は指標1-1と同様であり、実質はより高い割合となっていることが考えられ
る。 
 

表：思春期の妊婦の施設分娩割合23 
ベースライン値 ミッドライン値 エンドライン値 

22.6％ 27.1％ 34.4％ 
  

                                                        
22 a）思春期の妊婦（10～19歳）の１回目受診数、b）思春期の若者による全分娩数⇒a÷bで算出されるが、b）については、思
春期の若者による全分娩数については信頼できるデータの入手が困難なため、（オランチョ県１歳未満人口（≒分娩数））×
（オランチョ県における生殖可能年齢人口（10～49歳で計算）における10～19歳の割合）が使用された。 

23 a）思春期の若者の施設分娩数、b）思春期の若者の全分娩数⇒a÷bで算出されるが、b）の算出方法は同上。 
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3. 避妊に関するサービス（コン
ドーム、IUD、注射用避妊薬、
経口避妊薬）を受けた思春期
の若者の数がベースライン値
よりも80％増加する。 

2010年11月から2011年10月の統計では、避妊に関するサービス（４種）を
受けた思春期の若者の数はベースライン値（2007年７月～2008年６月）よ
りも107％の増加となった。 
 

表：避妊に関するサービス（４種）を受けた思春期の若者の数 

ベースライン値 ミッドライン値 エンドライン値 
3,719人 4,145人 7,713人 

  
4. 保健医療施設でARHに関する
カウンセリングを受けた若者
の数が増加する。 

2010年11月から2011年10月の統計では、保健医療施設にてARHに関するカ
ウンセリングを受けた10～19歳の若者の数は延べ9,045人であった。 
 

表：保健医療施設でARHに関するカウンセリングを受けた 
10～19歳の若者の延べ数 

ベースライン値 ミッドライン値 エンドライン値 
308人24 1,124人 9,045人 

  
＊ベースライン値：2007年７月～2008年６月、ミッドライン値：2009年５月～2009年12月（８カ月間）、エンドライン値：2010
年11月～2011年10月 

 
３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標「オランチョ県の思春期妊娠数の低下に貢献する」について、終了時評価時点での指

標データは下表に示すとおりである。プロジェクト以前は思春期の若者に特化したデータが収集

されていなかったため、対象７市における思春期妊娠数のプロジェクト実施前後のデータ比較が

困難であり、現時点ではデータに基づいて上位目標達成見込みを予測することは難しい。しかし、

避妊に関するサービスを受ける若者の数の増加やARHに関するカウンセリングを受ける若者の増
加が確認されていることや、本終了時評価の聞き取り調査では、対象７市の医療従事者からは以

前よりも思春期妊娠は減少している、または以前の数が保たれている（増加はしていない）との

声が聞かれたことから、既に若干の思春期妊娠数の低下が生じていることが予想される。一方、

オランチョ県の約80％の若者の人口がプロジェクト対象７市に位置していることを考慮すると、
７市内でまだ十分にサービスが提供されていない遠隔地の若者にアクセスしながらも、さらに、

７市以外の地域でも活動を展開していくことで上位目標の達成が期待できる。 
 

表３－11 上位目標の終了時評価時点での指標データ状況 

指 標 終了時評価時点での指標データ 
1. 思春期妊娠数が低下する。 オランチョ県全体の思春期の若者の妊娠数については、プロジェクトによる

統計データ収集（PASOS １及び２）の導入後のデータによると、2010年11
月から2011年10月までの１年間に4,125件であった。 

 
３－６ 実施プロセス 

（１）プロジェクトの実施体制 
中央レベルにおけるプロジェクトの意思決定機関として、保健省中央、県保健事務所、国

際協力省、関係機関及びJICA等の代表から成る合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：
JCC）が年２回行われている。2010年はクーデター及び大統領選挙の影響から開催されなかっ

                                                        
24 ベースライン時のデータは、各市の主任看護師が各施設から集めている情報をプロジェクトで入手し集計したもの。 
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たが、開始から2011年10月末までに６回開催され、重要な決定事項や進捗の確認、計画の承
認が行われている。県レベルでのプロジェクト運営機関としては、県保健事務所、保健医療

施設、教育関係等の代表からなるプロジェクト運営委員会が四半期に１回開催されていたが、

同様に県レベルでプロジェクトの運営・管理に携わりながらARHサービスの研修プログラ
ム・計画策定、研修実施、YFSの企画・実行支援、モニタリング・評価等を行うARHサービス
委員会が設置されており、両委員会のメンバー構成が同じになったことから、ARHサービス
委員会がその役割を果たしている。ARHサービス委員会は毎月実施されている。 
上記の正式な会議の場やプロジェクト活動の日常業務を通し、各プロジェクト関係者のコ

ミュニケーションは良好に保たれている。C/P人材をはじめ、プロジェクト活動に従事する各
施設の医療従事者に至るまで、保健関係者のARHサービスの改善に向けたモチベーションは
概して高く、若干のばらつきはあるものの、プロジェクト活動に積極的に取り組んでいる。

ピアリーダーとして参加している若者や、ピア活動を支援する市の関係者、教育関係者など

のその他のアクターについてもプロジェクトに対して協力的であり、若者のARHに対する関
心や、社会の思春期の若者のARHに関連する問題への関心の高さがうかがえる。 

 
（２）技術移転の方法 

本プロジェクトの技術移転は、主に研修と研修で得た知識の活用を通して実施された。YFS
研修に先立ち、医療従事者のエンパワメントを目的としたQOL研修が実施されたが、それに
より参加者のモチベーションが向上し、その後の技術移転やプロジェクト活動への取り組み

においてプラスの効果を及ぼしたことが、さまざまな関係者から指摘されている。いずれの

研修についても、参加者の評価は高く、問題は指摘されなかった。同じ研修を対象７市の全

保健職員に提供する目的で繰り返し実施していることから、講師の育成も進んでいる。 
研修での技術移転以外では、研修教材や各種フォームの開発・デザイン、プロジェクト実

施計画の策定等の各種活動はC/Pと協働で実施されており、統計やプロジェクトの運営、モニ
タリングなどの指導も行われてきた。それらの日常業務を通して、プロジェクトのコンセプ

トや技術が適切に移転されている。 
 
（３）PDMの改訂 

2009年２月の第３回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）では指標を明確
化する目的でPDM ver. ２への改訂が承認され、2011年２月の第５回JCCでは中間レビューに
おいて確認されたプロジェクトの進捗状況と現地事情にかんがみアウトプットの整理と指標

の再設定が主な目的でPDM ver. ３への改訂が承認された。PDM改訂の際には関係者間で十分
な協議がもたれ、変更を受けたPOの改訂も併せて実施されてきた。 

 
（４）中間レビューの提言のフォローアップ状況 

中間レビュー時には９つの提言が挙げられた。それらのフォローアップの状況は以下に示

すとおりである。 
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表３－12 中間レビューの提言のフォローアップ状況 

中間レビューの提言 フォローアップ状況 
1. ARHサービスに関するデータの定義の
明確化（プロジェクトに対する提言） 

リプロダクティブヘルスサービスに係る
データ収集を行うにあたり、サービス統計
の各アイテムの定義を明確にすること。ま
た、各研修（YFS、モニタリング等）にお
いても同定義を紹介すること。 

・ ARHに係るデータ収集のためのフォーマット（PASOS １及び
２）を作成し、各施設より毎月提出されるシステムを導入した。
これは「ホ」国において最初のARH情報システムである。 

・ 導入にあたっては、説明書（Instructivo de Formulario）が作成
され、各データの定義が示されている。また、各市の統計担当、
医師長、主任看護師に導入のための指導をし、カスケード方式
で各保健医療施設への指導が行われた。 

・ 保健省には既存の保健情報システム（ATA）があり、マニュア
ルも整備されている。データの定義にあたっては、ATAでは思
春期の年齢区分は設けられていないものの、リプロダクティブ
ヘルスに関する定義が含まれていたため、それを活用して、思
春期の若者用として再定義した。 

・ 保健省は中米カリブ地域の思春期の若者の統合ケアに関する会合
でARH情報システム（PASOS １及び２）の取り組みを紹介した。

2. QOL研修及びYFS研修のファシリテー
ターマニュアルの作成及び普及（プロ
ジェクト、保健省に対する提言） 

プロジェクトで導入された上記研修を幅
広く普及させるため、ファシリテーター用
研修マニュアルを作成し普及を行うこと。
また、プロジェクトの持続性を確保するた
め、保健省は同マニュアルの他県への普及
を図ること。 

・ QOL研修のパッケージ（CD）は最終版が作成済みである。 
・ YFS研修のパッケージ（CD）についても作成されたが、９月に

行われたYFSのフォローアップ研修の結果を受け、若干の改訂
が行われたため、改訂版の承認待ちの段階にある。 

・ 保健省本省では他県でのYFS研修の実施を検討しているが、現
時点では同研修パッケージを他県で活用した実績はない。 

3. 「ホ」国側による研修予算の確保（保
健省及びプロジェクトに対する提言） 

プロジェクトの持続性を確保するため、保
健省および地域事務所はプロジェクトが
導入した研修に係る予算の確保を行うこ
と。日本人専門家は、プロジェクト終了後
における活動継続のためのアドバイスを
行うこと。 

・ 県保健事務所は中央保健省に対してプロジェクト活動（特に研
修活動）のための2012年度予算を請求し、国会の承認を待って
いる。これまで、研修のための県保健事務所の独自予算は全く
なく、研修はすべてドナーの予算で行われてきた経緯から、今
回費目として認められれば意義が大きいことである。 

・ ピア活動の研修予算については、現在各市が行っている青少年
プログラムの予算をピア活動予算として活用することが検討
されている。現在は各市がピアルームの賃貸料や維持費等の負
担を行っている。市によっては、同活動継続のため他ドナー支
援予算25や市の開発予算26の活用が検討されている。 

4. 成人層に対する理解促進強化（プロジ
ェクトに対する提言） 

成人層に対し、ARHサービスの必要性に係
る理解促進強化を図り、若者が性に関する
正しい知識を有し意思決定が行えるため
のサポート環境を整えること。 

・ プロジェクト開始当初に各市で開催したプロジェクト啓発ワ
ークショップには、市の職員、学校関係者、教会、NGO、コミ
ュニティの合計1,200名が参加し、ARHに関する理解促進の啓発
を実施した。 

・ IEC計画策定のためのガイドライン「ARH啓発普及ガイドライ
ン」が策定され、同ガイドラインに基づき各市のスーパーバイ
ザー（主に医師長、看護婦長など）がIEC計画を策定し、各保
健医療施設でIEC活動が実施されている。同計画のなかに成人
層に対する活動も含まれている。 

・ IECの実施状況は作成したモニタリングシートに基づきモニタ
リングされ、市の医療従事者月例会議、ARHサービス委員会の
場で定期的に報告されている。2011年10月末までに保健医療従
事者によるコミュニティでの大人を対象としたIEC活動は全部
で31回実施された。 

                                                        
25 パトゥカ市、グアヤペ市ではドイツによる青少年活動を支援するプログラムが2012年から開始される予定となっている。 
26 パトゥカ市ではダム建設が行われており、それに伴う交付金が市の開発予算として配布される。 
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・ ピア活動においては、成人層に対する働きとして、ピアリーダ
ー研修へのオブザーバー参加やピアリーダー募集に際し、コミ
ュニティ代表、保護者や教師に対し啓発活動を実施している。
ピアリーダーによるコミュニティでの啓発イベントは2011年
10月までに40回実施された。 

5. 若年妊娠の危険性に関するIEC教材の
作成（プロジェクトに対する提言） 

若年妊娠には、多くの場合望む妊娠もあ
り、若年妊娠における危険性に焦点を当て
たIEC教材を作成すること。 

・ 本提言は若年妊娠の危険性を強調する教材の作成を意図する
ものではなく、IEC活動における若年妊娠の危機に関する視点
を強化するという趣旨の提言であった。 

・ ピアリーダーのIEC活動用に作成された「ピア教育ガイドライ
ン」の中に、若年妊娠の危険性に関して記された。 

・ 若年妊娠の危険性については、医療従事者はそのプロとして周知
の内容であり、2011年５月から10月の間に若年妊娠をテーマとし
た健康教育が全体で100回実施されている。よって、IEC教材の作
成にあたり、若者に対するピア活動での教材作成が優先された。

6. フレンドリースペース27のモニタリン
グシステムの制度化（保健省及びプロ
ジェクトに対する提言） 

フレンドリースペースは、維持に必要なリ
ソースの割に若者のアクセスが限定的で
あることが多い。保健省及びプロジェクト
は、同スペースの使用状況をモニタリング
するシステムを構築し、オランチョ県にお
いて同スペースが若者のARHサービスへ
のアクセス向上に貢献するか否かを評価
すること。 

・ ピアルームに関しては、レジスターブック、カウンセリング記
録用紙、活動報告書及び会議簿が準備されており、訪問者の状
況がモニタリングできるようになっている。 

・ ピアルームのオープン時には、必ずピアコーディネーターが寄
り添いピア活動状況をモニタリングしている。ピアコーディネ
ーターは、定期的にグループ会合を開き、モニタリング結果の
共有化を図っている。 

・ 保健省及びプロジェクトによる若者のARHサービスへのアクセ
ス向上におけるピアルームの貢献度の評価は行われていない
が、中間レビュー時にはフティカルパに１カ所のみ設置され訪
問者数も延べ70人程度だったものの、現時点では対象７市に８
カ所設置され年間1,384人が訪問していることから、若者がARH
関連の情報にアクセスするための重要な機能であり、今後自立し
て活動が継続できるよう更に強化していくべきと考えられてい
る。 

・ 各市においてピアルーム施設の維持費（全体もしくはその一
部）を自治体が支援しており、施設はピア活動以外にも市の青
少年プログラムやその他の青少年活動、会議等にも活用される
多目的な施設となっている。 

7. フレンドリースペース及び若者グルー
プに対する支援（プロジェクトに対す
る提言） 

フレンドリースペースや研修を受講した
若者グループは、特にアクセスの困難な農
村地域の若者への対応や啓発に重要な役
割を果たし得るところ、プロジェクトは彼
らの活動をモニタリングすること。 

・ フティカルパ及びカタカマス以外の５市では、市自体が農村部
という位置づけにあり、プロジェクトではピアルーム及びピア
リーダーによるピア活動は、農村部を支援するためのものとし
て位置づけている。 

・ フティカルパ及びカタカマスにおいては、市の中心部よりアク
セスの悪い地域（農村部）での活動を視野に、ピアリーダーと
して郊外の若者をメンバーとして巻き込んで育成している28。ま
た、ピアリーダーが保健プロモーターと共に農村部を回り、健
康教育を実践している。 

・ プロジェクトでは都市部同様に農村部でも活動を展開するよ
うに指導している。その結果、ピアリーダーが学校で行った健
康教育の回数全63回中、フティカルパの１回、カタカマスの７
回は農村部に属する学校で行われた。また、63回中の多くは高
校で実施されているが、高校に通う生徒のなかには農村部から
通っている若者も多く含まれており、それらの若者が自宅の周
辺の若者をサポートするように指導している。 

                                                        
27 中間レビュー報告書の和文では「フレンドリースペース」、西文では「ピアルーム」と記載されていた。提言の内容から、「ピ
アルーム」を指すものと関係者間で理解した。 

28 フティカルパ市のピアリーダー46名中11名、カタカマス市のピアリーダー50名中7名が農村部に居住している若者である。 
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8. 各保健所におけるユーザー満足度調査
の実施（プロジェクトに対する提言） 

これまで行われていない各保健所におけ
るユーザーの満足度調査を実施すること。 

・ エンドライン調査において、全101施設中11カ所の保健医療施
設29で出口調査が実施された。満足度については、アウトプッ
ト１の指標1-5に示されるとおりであった。 

9. ARHサービスに関する権利の周知（保
健省及びプロジェクトに対する提言） 

若者を含む住民が、性とリプロダクティブ
ヘルスに関する権利を知り、行使できるよ
う方策を検討すること。 

・ 若者を含む地域住民対象としたARHの権利に関しては、ピア活
動におけるIEC活動を通じて行われている。また、ラジオ番組
を作成し、啓発活動も実施した。 

・ 各保健医療施設がYFS改善のための活動の一環として啓発を行
っている。また、各施設にはARHの権利に係るパンフレットが
用意されており、地域住民に対する周知に活用されている。 

・ QOL研修や啓発活動で行われる「ライフライン」の作業では、
ARHの権利の柱である性と生殖に係る自己決定を促している。

 
 

                                                        
29 サンフランシスコ病院（フィティカルパ市）、カタカマス市CMI 及びCESAMO、クルミ市CESAMO、サラマ市CMI及び

CESAMO、グアヤペ市CMI及びCESAMO、パトゥカ市CMI及びCESAMO、サン・エステバン市CMI 
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第４章 評価５項目による評価結果 
 
４－１ 妥当性 

（１）対象地域の社会のニーズ、政府の優先課題との整合性 
「ホ」国における若年妊娠の問題は「１－１ 調査団派遣の経緯と目的」で述べたとおり

であり、保健分野における大きな課題のひとつである。なかでもオランチョ県では15歳から
19歳の女性のうち26.1％が婚姻またはそれに準ずる関係にある（全国平均は20.3％）一方で、
婚姻関係にある女性の25.3％が避妊の経験がない（全国平均は18.5％）。また、STI症状保有率
は16.6％（全国平均は15％）、新生児周産期死亡は32（全国平均23）など、国内でも問題が顕
著であった。 
国家政策としては、貧困削減戦略文書（PRSP）に妊産婦死亡率の低減が優先事項のひとつ

として挙げられているなか、特に本プロジェクトが対象としている10歳から19歳の妊産婦死
亡のリスクが高いことが指摘されており、若年妊娠の低減と安全なお産の増加の面からARH
サービスの強化が求められている。同目標の達成に向けては、「国家保健計画2021」に基づき、
「妊産婦及び乳幼児死亡率の減少促進2008～2015年（Reducción Acelerada de la Mortalidad 
Materna y de la Niñez：RAMNI）」が策定された。さらに同国家計画では、思春期の若者の性教
育や健全なライフスタイルを推進し、青少年の抱える問題やニーズに即した保健医療サービ

スの提供をめざすPAIAが進められており、本プロジェクトは同プログラムの規範にのっとっ
て展開している。 
以上の状況は終了時評価時点でも変わりないことから、対象地域のニーズ及び優先課題と

本プロジェクトの整合性は現時点でも高いことが確認されている。 
 
（２）日本の支援政策との整合性 

「保健医療及び水」に関する支援は、日本の「ホ」国に対する援助重点分野のひとつとな

っている。支援の方針としては、PRSP及びミレニアム開発目標（MDGs）の目標達成を支援
すること、特に保健医療・水サービスへのアクセス向上においては、「継続性が確保される成

果」の達成に必要と判断される協力を効果的に実施していくことが挙げられている。よって、

本プロジェクトの取り組みは日本の支援政策との整合性が高い。 
 
（３）手段としての適切性 

本プロジェクトはPAIAの規範にのっとりつつ、思春期の若者のARHサービスへのアクセス
を向上することを目的に、主にYFSやピア活動の導入・展開に取り組んでいる。YFS研修に先
立ち、QOL研修により医療従事者のエンパワメントやモチベーションの向上に取り組んだこ
とにより、本プロジェクトに従事する関係者の意識や積極性が高まったことは、関係者の間

で高く評価されており、いかなるテーマにおいても活用できる適切な手法であると考えられ

ている。YFSについては、保健省側でPAIAの規範における技術的な指導を進める動きがあっ
た一方で、サービスへのアクセスを改善する手段として医療従事者の「接遇態度」や保健医

療施設の「環境改善」に焦点を当てた取り組みとして導入されたが、このアプローチにおい

ても目標達成に有効であったと関係者に高く評価されている。 
ピア活動については、自治体の青少年育成活動や教会等の団体によるARHに関連するテー
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マ（HIV／AIDSや暴力等）を扱うさまざまな活動が存在するなかで、明確な貢献度の測定は
難しく、また成果が発現するまでには時間がかかる。一方、ARHのみならず思春期の若者に
関連するさまざまな問題への若者のアクセスを向上させる手段として、さらに、若者同士が

助け合うことや、参加する若者の意識の向上の面から、ピア活動に対する関係者の評価・期

待は高く、参加している若者や周囲の大人のモチベーションも高いことから、多くの関係者

から今後の継続が望まれている。 
 
（４）ほかの支援機関やJICAの他事業との連携の適切性 

上述のPAIAの技術的な研修は国連人口基金（UNFPA）が支援することになり、本プロジェ
クトが実施されているオランチョ県内の７市を優先して実施されていることから30、本プロジ

ェクトとは適切な補完関係にあるといえる。 
また、現在UNICEFが本プロジェクトの対象７市の青少年プログラム（PMIAJ）31を支援して

おり、特にHIV／AIDSや暴力の防止、青少年育成のための文化・スポーツ活動などを展開し
ている。本プロジェクトのピア活動のグループと共同で啓発活動やイベントを開催するなど、

市レベルでの連携が進められている。 
青年海外協力隊（JOCV）から本プロジェクトの対象７市内に派遣されている隊員が、ピア

活動の研修講師を実施したり、ピア活動の支援を行っていた。さらに、派遣前からプロジェ

クトとの連携を想定した隊員の派遣が検討されていたが、オランチョ県の治安の悪化に伴い

すべての隊員がオランチョ県から引き上げることとなったため、その後は連携が不可能とな

った。 
 
４－２ 有効性 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 
「３－４ プロジェクト目標の達成状況」に示したとおり、いくつかの指標はデータの制

約があり正確な情報が得られなかったが、各指標において満足のいく結果が得られているこ

とが確認された。よって、ARHサービスを受ける思春期の若者の数は増加しており、本プロ
ジェクトの有効性は高いといえる。一方、これらの成果は市の中心地や各保健医療施設に近

い地域を中心に広がっており、今後は遠隔地まで広げるための活動の更なる継続・普及が期

待される。 
 
（２）プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

プロジェクト目標であるARHのケアを受けるオランチョ県７市の思春期の若者の数の増加
において、本プロジェクトはYFSの導入（アウトプット１）、ピア活動の展開（アウトプット
２）、IEC活動（アウトプット３）、ARHサービス提供のための管理・運営システムの構築（ア
ウトプット４）に取り組んできた。特にYFSの向上に向けたアクションプラン（医療従事者に

                                                        
30 対象７市を優先して現在研修実施中であり、終了時評価時点では、サン・エステバン市、グアヤペ市、フティカルパ市の一
部ではまだ実施されていない。 

31 本プロジェクト開始当初は、UNICEFはフティカルパ市及びカタカマス市で健全な若者の育成を目的としたプログラム
（COMVIDA）を、またUNFPAがフティカルパ市で人間の安全保障のプログラムを実施していた。2009年からはUNICEFが自
治体主導の青少年育成を支援する形で、本プロジェクトの対象地域７市を対象に「青少年プログラム」の資金的な援助が開
始された。プログラムには市の青少年活動への予算（市の事業費全体の１％）も活用されている。終了時評価時点ではカタ
カマス市ではUNICEFの支援は手続き上の問題により一時中断されていた。 
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よるIEC活動を含む）の実施とモニタリングは対象７市の全保健医療施設で実施されており、
現時点では70％がYFS提供施設として認定を受けている。医療従事者に対してはUNFPAの支
援によるPAIAの規範に沿った技術研修のほかに、家族計画等のテーマでの研修がスペイン政
府等の支援により実施されている。これらの技術研修が医療従事者の知識の強化に貢献して

いるが、直接若者に向けて対象７市の全医療施設を対象にARHサービスへのアクセスを促進
させた取り組みとしては本プロジェクトのYFSの導入の影響は大きいといえる。ピア活動（ピ
アリーダーによるIEC活動を含む）については、プロジェクト全体ではピアルームへの年間訪
問者数の目標数（1,000人）を対象７市の合計として到達するなど指標は達成している。しか
し、フティカルパ市以外の対象６市では活動を開始してからまだ１年弱であることや、市に

よって活動の内容や頻度、参加人数等は異なること、ほかにも青少年育成やARHに関連する
テーマを扱う団体が存在していることなどから、プロジェクト目標達成への貢献度の測定は

現時点では難しい。 
プロジェクト目標達成のための外部条件「プロジェクトが自然災害の影響を受けない」に

ついては、終了時評価までに自然災害による大きな影響は生じていない。 
 
４－３ 効率性 

（１）アウトプットの達成状況 
「３－３ アウトプットの達成状況」で示したとおり、YFS提供施設の認定、ピア活動の周

知化及び活発化（リファラルを含む）、ピア活動維持のための実施体制の強化が主な課題とし

て残されているが、その他の指標はおおむね達成していることが確認された。YFS提供施設の
認定は、不合格であった施設のフォローアップが行われていることから、プロジェクト終了

時までの達成が見込まれている。ピア活動については、残りの期間でできる限りの強化を図

り、意欲の高いピアリーダーや関係者が安心して活動に取り組めるように、特に計画・予算・

運営等を含む実施体制を明確にしていくことが望まれる。 
 

（２）アウトプットの達成に影響を与える要因 
プロジェクト活動を促進し、アプトプットの達成に貢献した要因として以下が挙げられる。 
・ オランチョ県の関係者の多くが若者の問題に対して危機感をもっており、ARHに関す

るニーズが高いことが、プロジェクト活動全般の促進に貢献した。 
・ C/Pやその他医療従事者のモラルや意欲、能力が高く、技術移転やプロジェクト活動が

効率的に実施された。また、後述のさまざまな制約により円滑な活動実施が困難な状

況にも、C/P等の関係者が日程の変更や必要な調整作業に柔軟かつ積極的に対応し、遅
れを取り戻すことができた。 

・ 保健セクターのみならず市役所や教育セクター等も巻き込むアプロ―チにより、ピア
活動の促進につながった。当初必ずしも協力的ではないケースもあったが、時間をか

けて説明することで、最終的には支援を受けられている。 
・ 県保健事務所と県教育局との間の協定により、ピア活動参加の許可、ピア活動による

社会奉仕活動の単位授与などで、学生がピア活動に参加しやすくなった。 
・ 若者に対してアプローチする際に、まずは保護者や地域の大人に対する啓発を実施し

たこと、また直接性に関するテーマを取り上げるのではなく、若者が直面する問題を
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緩和するプロジェクトとして説明したことで、関係者の理解を得ることができた。 
 

また、プロジェクト活動の実施上の問題となり、アウトプットの達成に負の影響を与えた

要因として、以下の点が挙げられる。 
・ オランチョ県の治安の悪化により、日本人専門家の外出や移動、ピアリーダーの活動

時間や活動場所等に制約が生じ、円滑な活動実施に影響を及ぼした。具体的には活動

日程の変更、研修期間の短縮や、IEC活動の実施回数の減少、ピア活動の参加校の減少、
調整コストの増幅などの影響が挙げられる。また、プロジェクト活動を連携して行っ

ていたJOCVのオランチョ県派遣が取りやめとなった。 
・ クーデターによる行政機能の停止、新型インフルエンザやデング熱の大流行、政権交

代による関係再構築等の影響から、円滑な活動の実施に困難が生じた（具体的な影響

は同上）。 
・ ピア活動において学校の協力を得て活動が行われてきたが、教職員のストライキが頻

繁に発生し、研修やIEC活動等の実施における制約となっている（具体的な影響は同上）。 
 
アウトプット達成に向けた外部要因「保健政策におけるARHの位置づけが大きく低下しな

い」については、プロジェクト期間中現時点までにARHの位置づけに変化はない。また、「ARH
に対する住民、及び／もしくは、団体組織の大規模な反対運動が起きない」については、活

動に影響を与えるような規模の反対は生じていない。 
 
（３）投入の質、量、タイミング 

本プロジェクトでは限られた投入を効果的に活用し、またなるべく保健医療従事者の通常

業務でカバーできる内容でYFSを改善する活動を展開しており、「ホ」国で一般的とされる施
設や資機材の投入により改善をめざすアプローチとは異なり、全体的に効率的な活動実施が

行われてきたといえる。また、保健医療人材のエンパワメント及びモチベーションを高める

手法の導入により、人材の効果的な活用が可能となった。 
一方、各投入のレベルではいくつかの課題も確認されている。日本側の投入に関しては、

適切な質・量・タイミングで行われてきたことが確認されているが、以下の状況が指摘された。 
・ 日本側から各保健医療施設にIEC活動用のテレビが供与されているが、有効利用を促進

させるためにはビデオ教材を必要とする施設が多い。 
 
「ホ」国側の投入については、以下の状況が指摘されている。 
・ C/P人材は適切な人材が配置されており、彼らのプロジェクト活動に関するモチベーシ

ョンも高く保たれ、概して積極的な参加が得られた。しかし、今後プロジェクトの終

了に向けて実施体制を強化していくにあたっては、関係職員の更なる参加が望まれて

いる。 
・ プロジェクト経費については、県保健事務所への必要な予算配置が実現せず、プロジ

ェクト事務所の維持費と職員及び車両運転手手当て以外の活動経費は、実質日本側の

投入のみで賄われてきたため、プロジェクト全体の予算額に影響を及ぼしている。一

方、ピア活動におけるピアルームの維持費は、プロジェクト活動を通した連携の強化
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の結果、自治体の支援を得ることができている。 
 
４－４ インパクト 

（１）上位目標の達成見込み 
「３－５ 上位目標の達成見込み」で述べたとおり、オランチョ県における対象７市の人

口カバー率が高いため、対象７市内で活動を継続・発展させていくこと、さらに、まだプロ

ジェクト活動が導入されていない16市においても活動を普及させていくことで上位目標の達
成が期待される。特に、まだ活動を実施していない16市は市内に分娩施設がないため、妊産
婦のリスクが高い地域も多いことから、まずは中期的にはそれらの地域でのARHサービスの
普及をめざし、プロジェクト活動の普及・拡大が望まれる。 

 
（２）波及効果 

本プロジェクトの正のインパクトとして、以下が挙げられている。 
・ ARHに係る情報システム（PASOS１・２及び若者の教育活動を記録するフォーマット）

が対象７市のみならず、オランチョ県全23市で導入された。それにより、オランチョ
県全体のARHに関する最新の状況を入手することが可能となった。 

・ 本プロジェクトのイニシアティブにより保健省PAIA課及びドナー間でARHの技術的課
題について協議する技術委員会が開設され、ドナー間の調整の場として機能している。

委員会はその後、PAIA課が運営を行っている。中央レベルでのドナー間協議の結果、
本プロジェクトの対象７市に優先的にUNFPAの支援によるPAIAの研修が実施されたり、
本プロジェクトで導入した思春期の若者のARHに係る情報システム（PASOS １及び
２）を全国に広げるための議論がもたれている。 

・ 現在、上述の技術委員会の支援により「思春期妊娠削減のための政策ペーパー」が保
健省で作成されており、同ドラフトには本プロジェクトの概念やコンポーネントが取

り込まれている。 
・ YFSを実施する保健医療施設では、若者が施設に多く集まるようになり、独自に若者の

グループを組織する施設もある。また、医療施設が自らコミュニティに働きかけて募

金を集め、そのお金で施設改修（環境改善）を行った例や、若者が集まるスペースを

確保するために施設の拡張について自治体等に支援を求める例、医療施設レベルで組

織した若者のグループによりほかの若者への啓発活動や社会貢献活動を実施する例、

福引きや軽食の販売等の活動で資金を集め若者のグループの活動資金としている例な

ど、プロジェクトが期待する活動を超えたさまざまなグッドプラクティスが確認され

ている。 
・ ピア活動については、活動を通したピアリーダーの意識や態度の改善・成長の例が多

くの関係者から指摘されている。またピアリーダーの若者自身からも、ほかの若者に

信頼されるように模範となるよう努めているとの声が聞かれた。また、学校に行って

いない若者がピアリーダーとしての活動を通して意識を高め、学校に通い始めるなど、

若者の育成に寄与している例も報告されている。 
・ 対象７市以外でピア活動を独自で実施しようとする自治体があり、プロジェクトから

情報を提供している。 
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なお、本プロジェクトによる負のインパクトは特定されていない。 
 
４－５ 持続性 

（１）政策・制度面 
既述のとおり、ARHの改善は国家レベル及びオランチョ県において優先度の高い課題であ

り、今後も引き続き政策面の支援が継続されるであろうことが保健省関係者から確認された。 
 
（２）組織・財政面 

YFSの対象７市での継続については、県保健事務所及び市レベルの実施体制が確立しており、
今後もモニタリングを継続していくことで組織的に活動を継続していくことが期待できる。

プロジェクトを通して育成された人材の異動は生じているものの、オランチョ県内での異動

のケースが多く、各異動先で引き続き移転された知識が活用されている。しかし、管理・運

営に携わる人材については異動により活動実施に影響が生じる可能性がある。財政面につい

ては、既に活動を実施している各保健医療施設のレベルでは活動の継続に大きなコストは生

じないこと、日常の業務の一環としてYFSが行われていることなどから、予算面の問題は指摘
されていない。しかし、県事務所レベルにおいて、新規職員の研修や既存の職員のフォロー

アップ研修などの費用、モニタリングや活動の運営・管理に必要な経費については現時点ま

でに保健省からは支出された実績はない。2012年予算については、対象７市での活動継続に
必要な予算が提出されており、その予算が認められ執行されることが期待されている。今ま

で医療従事者に対する研修はすべてドナーの資金援助で行われており、2012年予算の中に含
まれる研修費（新たに医療現場で活躍することが期待されている看護師学校でQOL及びYFS
研修を実施する経費）が認められることで、持続性が高まることが期待される。 
ピア活動の対象７市での継続については、その実施体制は保健医療従事者のみならず市青

少年プログラムの担当職員、教育関係者、保護者を含むピアコーディネーターを中心とした

各市で形成された実施体制図に沿って活動が運営されるが、今まではプロジェクトによる指

導が存在するなかで機能してきたため、プロジェクト終了に向けて体制の強化が必要となっ

ている。財政面では、現在各市でピアルームの維持費等は自治体からの支援を受けているが、

各研修については日本側のプロジェクト経費で実施してきた。ピアリーダーは若者のボラン

ティアであり、継続的に新たな人材の研修を実施していく必要があるため、現在各市の研修

講師の育成が進められており、市レベルで研修が実施できる人員体制を確立することで、研

修コストの軽減をめざしている。研修やその他啓発活動やイベントに必要な経費・活動の際

の交通費については、プロジェクト終了後の財源はまだ明確になっていない。対象７市と県

保健事務所の協定書では、ピアルームの維持管理については自治体の支援が約束されている

が、ピアシステムの維持は県保健事務所の責任で行われるものとされている。今後の必要経

費について、自治体によってはピア活動が市の青少年プログラムと実質一体化しており同プ

ログラムの予算が使用可能なケースや、市長が経費支援を表明しているケース、年間計画及

び予算を自治体に提出しているケースもあるが、自治体の青少年活動向けの予算は基本的に

は全事業費の１％と非常に限られていることもあり、具体的な予算確保に向けて今後の調整

が必要となっている。 
プロジェクト活動のオランチョ県内他市への普及については、県レベルの運営・管理・モ
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ニタリング体制が確立されていること、各研修に必要な講師が育成されていることから、組

織的には可能であるが、普及に必要な予算は現時点では確保されていない。 
 
（３）技術面 

YFSについてはモニタリングやYFS提供施設としての認定を通して、研修を受けた各保健医
療施設の職員が研修内容を十分受け入れて活動しているかを確認することが可能である。プ

ロジェクト終了までに目標の90％の達成が見込まれることから、プロジェクトにより導入さ
れた技術や知識が受け入れられていると考えられる。また、上述のとおり各研修の講師の育

成が進んでいることから、それらの人材を確保すること、活動の運営・管理レベルの人材を

維持しモニタリングを継続していくことで技術面の継続性が期待できる。 
ピア活動についても、上述のとおり研修講師の育成が進んでいることから、技術面の問題

は特定されていない。 
 
（４）ジェンダー、文化・社会面 

本プロジェクトでは若者の自尊心の向上やARHに関する研修を通して、若者を含む住民が、
性とリプロダクティブヘルスに関する権利を知り行使できるように啓発活動を行っており、

ジェンダーに関連する課題にも貢献している。また、活動当初は性に関するテーマを若者対

象に扱うことをタブー視するような社会環境があったとされるものの、現在では宗教やコミ

ュニティからの理解・協力が得られており、持続性への社会面の影響はないと考えられる。 
 
４－６ 結論 

本プロジェクトは、関係者の尽力により終了時評価時点までに活動はおおむね計画どおりに実

施され、各アウトプットが順調に産出されていることから、予定どおり終了する。妥当性はニー

ズ、優先度、手段としての適切性の点から、現時点でも引き続き高いことが確認された。有効性

については、プロジェクト目標であるARHサービスを受ける対象７市の思春期の若者の数は増加
していることが確認されており、高い効果が認められた。効率性は、期待されるアウトプットは

終了時までにおおむね達成される見込みであること、実施上のさまざまな制約が生じたものの

県・市レベルの関係者の貢献で活動がおおむね計画どおりに実施できていること、またプロジェ

クトのアプローチが資金・人材を効率的に活用するものであったことが高く評価される。一方、

上述の制約により活動の頻度や量は減らさざるを得なかったこと、「ホ」国側の活動経費が一部の

経費以外提供されてこなかったことは、プロジェクト全体に影響を及ぼした。インパクトについ

ては、プロジェクト活動の継続・普及により上位目標の達成が期待できるため、まずはオランチ

ョ県全体のARHサービスの普及が期待される。また、波及効果として、中央レベルでの思春期妊
娠削減のための政策に本プロジェクトのYFSに関する概念が含まれる予定であることから、本プロ
ジェクトの今後の全国レベルでの活用に向けて更に政策を具体化することが期待される。また、

本プロジェクトの期待を超えた実施レベルでの医療施設やピア活動における積極的な取り組みや

効果が確認された。持続性については、YFSは医療従事者に通常業務として受け入れられているこ
とや研修講師が養成されていることで、技術の定着が期待できる一方、各活動の継続・普及に向

けた資金面や、ピア活動の実施体制面での強化が必要とされる。 
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第５章 提言・教訓 
 
５－１ 提言 

（１）保健省、県、及び市へ 
対象７市では、市の中心部のみならず、遠隔地に対してもピアリーダーがピアコーディネ

ーターと共に高校訪問などを実施し、健康教育を実践しており、プロジェクトも同活動を支

援している。しかし、交通手段の確保や距離的な問題もあることから、保健省県事務所及び

市によるロジスティックの支援を十分に調整できるよう、遠隔地での活動は事前に十分な計

画を立てる必要がある。また、今後のアウトリーチ活動については上記ピアリーダーの活動

を補完するものとして、遠隔地に点在するCESAR等保健医療施設を中心に形成されている若
者グループに対してピアリーダー研修を行うなど県保健事務所及びARHサービス委員会から
必要な支援を行い、現地人材が中心となって柔軟なIEC活動や健康教育を行うのが望ましい。
その際、遠隔地（農村地域）でのピア活動のクライテリアについては検討する必要がある。 

 
（２）保健省へ 

今次聞き取り調査では、現場で活動する医療従事者から、保健医療施設に視聴覚機器が提

供されたものの、ソフトが充実しておらず、活用できないとの指摘があった。このため、機

材の有効活用の観点から、保健省は、同省が保有する既存のARHに関するビデオ・DVD教材
などの保健医療施設への配布に関して前向きに検討するのが望ましい。 

 
（３）プロジェクトへ 

本プロジェクトでARHサービスに関するデータ収集のため導入されたフォーマット
（PASOS １・２及び若者のピア教育に関する記録フォーマット）、及びこれを活用したARH
情報システムを通じて、「ホ」国で初めてARHに関する情報が蓄積されることとなった。今後
は、同データに基づきARHサービスが決定・実施されることが望ましいため、同データの収
集精度の向上やデータの解釈など具体的な活用策についてプロジェクトから支援を行うとと

もに、ARHサービス委員会等の場で定期的にデータ活用が行われるよう体制を整備する必要
がある。 

 
（４）保健省、県、及びプロジェクトへ 

保健省及び県は本プロジェクト成果の他県やオランチョ県内他地域への普及策を、予算措

置を含めて具体的に検討するのが望ましい。またプロジェクトは同取り組みに対し、本プロ

ジェクトの成果を裏づける基礎的データの提供をはじめとする支援を行う。特に７市で展開

するピア活動について、ある程度人口が集中する地域とそうでない地域等地域特性や社会的

要素を考慮した取り組みの類別を明確化することで、他地域での復元性を高めることに留意

する。 
 
（５）プロジェクトへ 

現在、本プロジェクトで養成されたピアリーダー養成者によるピアリーダー養成が進んで

いるが、プロジェクト終了を見据え、養成者自身によって関係機関との調整やコースの企画・
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立案・実施・フォローアップといった一連の業務が行われるようプロジェクトとして配慮す

る必要がある。また、こうした作業を通じて、保健省や県保健事務所、各市と協働で、継続

的なピアリーダー養成プロセスの確立を進めるとともに、「ホ」国側が中心となる同プロセス

においていかに質の確保を行うか明らかにしていく。 
 
（６）ピア活動関係者へ 

今次調査では、ピア活動の現場に必ずピアコーディネーター（主に医療従事者）が配置さ

れており、医療従事者の助言・指導が必要なケースではその場で紹介が行われていることか

ら、プロジェクトが作成したリファラル様式の活用が進んでいないことが判明した。しかし、

最近では、同席するピアコーディネーターが学校の教師や市の青少年プログラム職員、保護

者など医療従事者以外のケースも増えてきている。場当たり的な対応を防ぎ、組織的かつ体

系的な記録としてピア活動やリファーのケースを残していくことが当該活動の継続性及び妥

当性を高めていくためには重要であることから、リファラルやカウンセリングなどのピア活

動に関する記録を徹底する必要がある。具体的には、こういうケースをリファーしたという

記録と当該ケースに対応がなされたかどうかの記録が残せるよう工夫してほしい。 
 
（７）プロジェクト関係者へ 

現在検討が進んでいるオランチョ県准看護師養成校におけるYFS研修の導入については、現
任研修の一環として取り組みが始められたYFS研修の基礎教育課程への取り込みの第一歩と
なることから、プロジェクト関係者一同、積極的に進めるべきである。 

 
（８）保健省へ 

異なる組織の間の連携を促進させる機能や、規範や教材に関する技術支援、保健セクター

の政策におけるPAIAの位置づけの向上等を促進する機能として、ARHに関する技術委員会は
重要であり、同委員会を維持していくことが期待される。プロジェクトの経験の体系化が完

了したのちには、技術委員会はその資料に関して検討し、成果や教訓の普及を促進すること

が望ましい。 
 
５－２ 教訓 

（１）PAIAの概念に沿ったARHサービスの明確化と、それに応じたYFSガイドラインの作成とい
う活動を行ったことで、PAIAの現場レベルでの実現をプロジェクト活動が支援する形となっ
た。これが、保健省によるYFSに対する高評価と、同省が現在検討を進める国家戦略へのYFS
の取り込みと全国普及につながったと考えらえることから、国の政策の現場レベルの実現と

いうプロジェクトアプローチは有効である。 
 
（２）思春期層の健康増進というセクター横断的な取り組みにおいて、県教育局や自治体、NGO、

教会など異なるアクターとの連携を促進させたことでプロジェクト活動に対する包括的な支

援を得ることができ、結果として同活動の活発化に貢献した。 
 
（３）プロジェクトの働きかけにより、保健省PAIA課を中心として、ドナー間でARHの技術的課
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題について協議する技術委員会が設置された。同委員会では、本プロジェクトの対象７市に

優先的にUNFPAの支援によるPAIAの研修が実施されたり、本プロジェクトで導入した思春期
の若者のARHに係る情報システム（PASOS１及び２）を全国に広げるための議論がもたれる
など、中央レベルでのドナー調整が促進されている。関係機関とのプロジェクト活動の調整

のみならず、プロジェクトの展開の観点からも、プロジェクト立ち上げ初期にこうした調整

の場を設置することが重要である。 
 
（４）思春期の若者をプロジェクトの裨益対象者としてではなく、プロジェクトを推進させる主

体として取り込み、ピア活動の計画や実施、評価を行わせたことで、彼らの主体者意識を喚

起することができ、プロジェクトの持続性を高める一因となった。また、ほかのプロジェク

ト関係者にとっては、若者のニーズや彼ら自身が考える人生の質、自発性、若者の立場から

見た問題解決案などを知る良い機会ととなった。 
 
（５）ベースラインやエンドライン調査においては、できる限り精度の高いデータ収集が行える

よう、時間的余裕をもってあらかじめサンプル数や調査方法に十分配慮する必要がある。 
 
５－３ 団長所感 

本件プロジェクトは、若年妊娠が増加している「ホ」国において、若年妊娠を含むARHの課題
に対して、医療施設において提供されるサービス及び同施設への思春期層のアクセス改善と、思

春期層の性行動等の行動変容を支援してきた。対象地域は、2000～2005年に技プロ「第７保健地
域リプロダクティブヘルス向上プロジェクト」が実施されたオランチョ県内の７市であり、先行

技プロで取り組まれたリプロダクティブヘルスサービスの質の向上を基礎として、思春期層の若

者に焦点を当てたものであった。 
今次調査での協議を通じて、あらためて本件プロジェクトに対する先方の評価が高いことを実

感できた。保健省次官との協議の際にも、YFS研修を通じたサービスの質向上とピア活動を通じた
若者の意識改善・アクセス向上の、いずれのコンポーネントに対する評価も高いことが確認でき

た。これは、PAIAという思春期に対する統合ケア国家プログラムを推進する立場にある保健省と
して、大規模な施設改修や機材供与を行わなくとも、思春期層の産前健診受診率の向上やピア活

動に参加する思春期層の増加といった具体的な成果を上げられることを確認できたことから生じ

たものと推察する。中央レベルの政策やプログラムを現場レベルでいかに実践していくかをパイ

ロット的に提示する手法は当機構が従来から分野を問わず取り組んできたものであり、本件プロ

ジェクトでも当該アプローチが強みを発揮したといえよう。 
保健省や県保健事務所からは、上記の高評価に加えて、継続協力に関する強い要望もよせられ

た。主な内容は、オランチョ県内他市や全国レベルでの普及であり、わが国の技術力に対する評

価としては歓迎できるものの、本件プロジェクトで設置され、保健省PAIA課を中心としてドナー
間でARHの技術的課題について協議する機会である中央レベルの技術委員会や、県・市レベルの
関係機関を集めたARHサービス委員会などプロジェクト成果の普及・展開を担う体制は既に構築
されている。こうした体制のなかで、「ホ」国側は自立的にUNFPAやUNICEF等本分野で活動する
国際機関等との連携・調整を進める必要があろう。 
最後に、本件プロジェクトで育成されたピアリーダーの活躍ぶりについて触れておきたい。今
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次調査で彼らが実施する性とリプロダクティブヘルスに関する話し合いへの参加や、彼ら自身の

活動記録のプレゼンテーションを受ける機会があったが、彼らの積極性や自発性、またピアリー

ダーとしての意識の高さに驚かされた。ピアリーダー卒業後はどうするか彼らに尋ねたところ、

コーディネーターとしてピア活動に関わり続けたいとの意思表明があり、ピア活動が彼らの人生

感に及ぼす影響が大きいことをあらためて確認した。犯罪率の高さが指摘される「ホ」国では、

リプロダクティブヘルスのみならず、思春期層の若者をとりまく課題は多いと思われるが、そう

した課題に対するアプローチとして、本件プロジェクトでのピア活動や育成されたピアリーダー

とそのグループ、またピア活動をサポートする体制など貢献できる部分も少なからずあると感じ

ており、今後の活動の展開を期待している。  
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